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１ 変位履歴に基づく連動性評価のための地形地質調査 

 

神城断層の木崎湖南方地点において、ドローンを用いた LiDAR 調査を実施し、0.1ｍDEM

による精密地形陰影図を作成した。神城断層による東側隆起の撓曲崖とともにテクトニッ

クバルジの変形が明瞭になり、より正確な地震時変位量を計測可能になった。 

 

 

 
松本盆地東縁断層南部の田沢測線における P 波反射法地震探査（深度変換断面）。高角・

東傾斜の断層が深さ１km 程度までイメージングされた。 



 ii 

２ 速度構造不均質を考慮した精密震源決定 

 

 

 

2018 年５月 12 日に発生した長野県北部の地震（Mj5.2）の余震分布。気象庁一元化震源

（黒）と速度構造不均質を考慮して決定した震源分布（赤）。速度構造不均質を考慮した

結果、気象庁や防災科研のメカニズム解と調和的な東傾斜の面状分布が確認できるように

なった。断面図の青点線は地表トレースとの位置関係から推定した浅部の断層形状。  
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３ 三次元有限要素法（FEM）による断層モデルの高度化 

 

 

 

上段：北部区間・中北部区間に対する有限要素解析から得られた断層面上すべり変位分布

の一例。最大主応力の方位についてパラメトリックスタディーを実施した結果、N60°W

程度の方位となるとき、既往の調査結果から得られているずれ及び変位様式と整合的とな

ることを見出した。下段：上段モデルの変位様式および最大主応力方位(N60°W)を保持し

つつ、変位量を実測値に近づけることを目的として断層面を滑らかに連結・一体化し、ス

ケーリング則を適用した。結果、上段のモデルに比べてより実測値に近い変位量を得るこ

とができた。 
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１． プロジェクトの概要 

 

(1) 調査研究の方針と観点 

本研究課題では、我が国の主要活断層帯で最も地震発生可能性が高い断層帯の１つである

糸魚川−静岡構造線断層帯の北部〜中南部区間を対象として、これまで未解明であった連動型

地震の発生確率の算出や連動条件の検討を目的とした調査研究を実施し、地震調査研究推進

本部の長期評価における新たな評価手法を提案することを目標とする。事業終了後には、地

震調査研究推進本部・地震調査委員会の各委員会において､本事業で構築した連動型地震の評

価手法について提案し、既往の「活断層の長期評価手法（暫定版）」に反映されることを目

指す。 

 

(2) 調査研究の内容 

 本研究課題では、主要活断層帯から生じる連動型地震の発生可能性と連動条件を明らかに

するため、次の４つの項目について調査研究を遂行する。 

○変位履歴に基づく連動性評価のための地形地質調査：過去の地震時変位量を複数回復元す

る調査を複数地点で実施し、連動時と非連動時の変位量がどのように変化したかを明らかに

する。それらの変位履歴から連動確率を算出する評価手法を考案する。 

○速度構造不均質を考慮した精密震源決定：近年観測された余震等を精密に再決定し、不均

質を考慮した三次元速度構造モデルを構築する。微小地震解析によりメカニズム解を決定し、

断層形状を推定する。 

○三次元 FEM による断層モデルの高度化：複雑な断層形状を反映した三次元有限要素法シミ

ュレーションを実施し、相互作用を考慮した断層変位分布を三次元的に明らかにする。 

○動的破壊シミュレーションによる連動性評価：本事業で得られた地震時変位量や断層形状、

速度構造等を考慮した動的破壊シミュレーションを実施し、それぞれの活動時の地震後経過

時間に応じた震源モデルを推定する。その結果をもとに連動可能性とその条件を検討する。 

 以上の知見を総合し、実証的な調査観測データと理論的な数値計算の両面から、複数の断

層区間による連動型地震の発生予測に関する評価手法を構築する。 
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２．業務の実施体制 

 

この調査研究事業は、国立研究開発法人産業技術総合研究所を中心とした体制を構築し、

関係する研究機関および研究者の参加・協力を得て実施する。調査観測代表機関は、産業

技術総合研究所とする。 

研究を効果的に実施するため、関係する専門分野の外部有識者を招聘して外部評価委員

会（事務局は産業技術総合研究所）を設置する。 

 

調 査 観 測 項 目 担 当 機 関 担 当 者 

研究代表者 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 近藤 久雄 

１ 変位履歴に基づく連動性評価のための地形地質調査 

 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 近藤 久雄 

 財団法人     電力中央研究所 木村 治夫 

 学校法人     法政大学 杉戸 信彦 

２ 速度構造不均質を考慮した精密震源決定 

 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 今西 和俊 

 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 内出 崇彦 

３ 三次元 FEM による断層モデルの高度化 

 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 竿本 英貴 

４ 動的破壊シミュレーションによる連動性評価 

 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 加瀬 祐子 
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３．研究報告 

３．１ 変位履歴に基づく連動性評価のための地形地質調査 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 変位履歴に基づく連動性評価のための地形地質調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

一般財団法人     電力中央研究所 

学校法人     法政大学 

主任研究員 

主任研究員 

准教授 

近藤 久雄 

木村 治夫 

杉戸 信彦 

 

(c) 業務の目的 

過去の地震時変位量を複数回復元する調査を複数地点で実施し、連動時と非連動時の変位

量がどのように変化したかを明らかにする。それらの変位履歴から連動確率を算出する評価

手法を考案する。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

１) 平成 29 年度： 

糸魚川―静岡構造線断層帯北部区間において変位履歴調査を実施し、過去の地震時

変位量を明らかにした。その結果と既存の情報を整理し、過去に周辺断層と連動した

地震イベントについて検討し、その発生頻度を明らかにした。 

２) 平成 30 年度： 

糸魚川―静岡構造線断層帯中北部区間の松本盆地東縁断層及び牛伏寺断層等にお

いて変位履歴調査を実施し、過去の地震時変位量を明らかにした。また、北部区間の

補足調査を実施した。それらの結果と既存の情報を整理し、過去に周辺断層と連動し

た地震イベントについて検討し、その発生頻度を明らかにした。 

３) 平成 31 年度： 

糸魚川―静岡構造線断層帯中南部区間の茅野断層及び釜無山断層群等において変

位履歴調査を実施し、過去の地震時変位量を明らかにする。その結果と既存の情報を

整理し、過去に周辺断層と連動した地震イベントについて検討し、その発生頻度を明

らかにする。さらに、北部区間から中南部区間までの変位履歴を整理して、過去の連

動型地震の頻度を明らかにし、連動型地震の発生確率を算出する。 

 

(2) 平成 30 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

 北部区間の神城断層において昨年度の補足調査を実施した。神城断層の中綱湖地点に

おいてボーリング調査とジオスライサー調査を実施し、平均上下変位速度と最近２回の
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活動時期を明らかにした。さらに、木崎湖南方地点においてボーリング調査を実施し、

最近７回のイベント発生年代と地震時変位量を明らかにした。これらの成果から、既往

の地震発生確率評価手法に基づき、2014 年長野県北部の地震で未破壊の神城断層は、今

後 30 年以内の地震発生確率は６〜17％程度、地震後経過率は 80〜140%と試算した。中

北部区間の松本盆地東縁断層南部に位置する安曇野市豊科高家地点において、三次元的

なトレンチ調査を実施した。その結果、６世紀以降に生じた最新活動に伴う横ずれ量を

推定した。また、松本市島内地点においてボーリング調査を実施し、過去２回の活動に

伴う横ずれ量を推定した。さらに、松本盆地東縁断層南部の田沢測線においてＰ波反射

法地震探査を実施し、東傾斜 75°程度の断層傾斜を推定した。以上の調査結果と既存の

情報を整理し、地震時変位量をもとに連動型地震を判別し、断層長との経験式からイベ

ント毎の活動範囲と連動間隔を推定した。その連動間隔を基にポアソン過程による連動

確率を試算した。 

 

(b) 業務の成果 

１) 神城断層・大町市平中綱湖地区におけるボーリング調査、ジオスライサー調査 

本地点は、2014 年長野県北部の地震では活動しなかった神城断層上に位置し、青木湖と

中綱湖の間に位置している（図１、図２、図３）。周辺では湖成段丘面及び河成段丘面が神

城断層の上盤側に分布しており、これらの段丘面を切る東側低下のバックスラストも併走

する（図３）。主に西側トレースの神城断層本体において、髙時間分解能の湖成層に基づき

高精度に平均変位速度を推定するため、昨年度に引き続き、断層の低下側と隆起側で各１

孔のボーリング調査を実施した。昨年度に断層の低下側で実施した TAO-1 孔は孔名を NKT-

1 孔に変更した。また、ボーリング地点から約 500ｍ南の地点において、最新活動時期と地

震時変位量、活動間隔等を推定するため、比高 1.5ｍの低崖を横断して群列ジオスライサ

ー調査を実施した。以下では、それぞれの調査結果を報告する。 

 

a) 中綱湖地区におけるボーリング調査 

本年度は、断層の隆起側で深さ約 33ｍまで（NKT-2 孔）、断層の低下側で深さ約 36ｍま

で（NKT-3 孔）、２孔を掘削した（図４）。NKT-3 孔の掘削位置選定にあたっては、可能な限

り撓曲変形帯から離れ、初生的な湖成層の堆積構造を確認し、かつ断層を堀抜き採取する

ことに留意した。ボーリングコアの柱状図と写真を図５〜８、周辺の地形地質断面図を図

９に示す。放射性炭素同位体年代測定の結果を表１に示す。 

NKT-2 孔及び NKT-3 孔には、下位から大峰帯相当層の礫岩（７ｂ層）、凝灰岩（７ａ層）、

不整合に覆う河川性砂礫層（４〜６層）、腐植質シルト・砂の互層からなる湖成層（２〜３

層）、人工改変土層（１層）が露出した（図５〜９）。NKT-2 孔では大峰帯とみられる礫岩と

凝灰岩の境界に破砕帯を伴う明瞭な断層が認められ、その傾斜は 20°及び 40°である。湖

成層最下部の深度 18ｍ付近には、凝灰岩が湖成層の砂層に衝上する小断層がみられる。

NKT-3 孔では砂礫層（６層）を切断する傾斜 20°程度の低角逆断層が認められ、上位の湖

成層中にも副次的な断層がみられた。湖成層の傾斜は NKT-2 孔では 10〜20°程度であり、

これは逆断層の上盤側で生じた撓曲変形の一部と判断できる。一方、低下側の NKT-3 孔で

は湖成層の傾斜は 20〜30°程度と増傾斜しており、さらに下位の４〜６層では 40〜70°
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と変形の程度に累積性が認められる。これは、NKT-3 孔最下部付近の逆断層による撓曲変

形の一部と考えられる。 

湖成層（３層）から木片、腐植質シルトなどの放射性年代測定試料が得られた。NKT-2 孔

と NKT-3 孔で概ね調和的な年代値が得られ、約 3.4～1.9 万年前に堆積したと考えられる

（図９）。最も新しい年代値として、NKT-3 孔から 19390±70y.B.P.が得られた。炭素年代

の１σに対応する較正暦年代は 23501-23208 Cal BP である（図 10A）。隆起側の湖成段丘

面の構成層は３層であり、段丘面は約 24ka 頃に形成されたと推定される。段丘面と湖成層

の比高から計測される累積上下変位量は約 15ｍであるため、段丘面の年代を考慮して、平

均的な上下変位速度は 0.6〜0.7mm/yr 程度と見積もられる。ただし、累積上下変位は撓曲

崖を挟んで計測される値であり、NKT-3 孔では調査地点よりも西側を通る逆断層が認めら

れたため、ここで算出されたレートは最小値となる。 

さらに調査地点から南方では、Une（1985）により神城断層の低下側の層序が橋梁工事に

伴うボーリングから推定されている（図３）。それによると、地表から深度 12ｍの湖成層

中から 18,820±350 y.B.P.の年代値を示す木片が報告されている。炭素年代の１σに対応

する較正暦年代は 23135-22345 Cal BP である（図 10B）。年代から判断して、この層準が

本調査のボーリングによる３層の湖成層に対比され、断層低下側では湖成層が南北方向に

ほぼ水平に分布すると考えた場合、段丘面の累積上下変位量に 12ｍを加算した 27ｍが断

層帯本体の累積上下変位量とみなせる。よって、この累積変位量を 24ka で除した 1.1mm/yr

が本地区における神城断層の平均的な上下変位速度と推定される。 

以上から、中綱湖周辺における平均的な上下変位速度は、撓曲崖を挟んだ両側で湖沼性

堆積物と湖成段丘面を基準に 0.68mm/yr 以上と見積もられた。さらに、地表の撓曲崖だけ

ではなく、西側の中綱湖底にも従来知られていなかった逆断層が新たに推定された。断層

低下側における既報の層序と年代を考慮して検討した場合、本地区における神城断層全体

の平均上下変位速度は 1.1mm/yr と推定された。 

 

b) 中綱湖地区におけるジオスライサー調査 

本地点は中綱湖畔に位置し、比高 1.5ｍ程度の西側低下の低崖地形がみられる。湖成堆

積物を基に神城断層の最近の活動時期を明らかにするため、この低崖を横断して長さ２ｍ

のジオスライサー９本（NKTG-1〜9）と深さ２〜３ｍ程度の簡易式ボーリング４本（NKTE-

1〜4）を採取し（図 11）、地形地質断面図を作成した。調査地点周辺の地形断面を図 12、

ジオスライサーの写真を図 13、地形地質断面図を図 14 に示す。放射性炭素同位体年代測

定の結果をまとめて表２に示す。 

調査地には、下位から斜面堆積物（７層）、シルト質砂礫層（６層）、腐植質シルト及び

砂の互層（５層及び４層）、腐植質シルト層（３層）、シルト層（２層）、人工改変土層（１

層）が露出した。低崖の直下付近で採取した NKTE-4 孔の７層中には不明瞭ながら剪断面が

みられ、これを低崖を形成した神城断層の一部と判断した。 

過去の地震イベント層準は、地層の変形・上下変位の差異やアバットする堆積構造を基

に２回識別できる（図 14）。新しいイベント（イベント１）は、４層以下の地層が西へ傾動

ないし撓曲変形するのに対して、上位の３層及び２層がアバットすることで認定される。

よって、イベント１は４層堆積後、３層堆積前に生じた。この変形と不整合関係は低崖よ
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りも西側で生じており低崖の形成に寄与するイベントでないため、上記のボーリング調査

で明らかになった中綱湖底を延びる逆断層によるイベントである可能性が高い。４層から

1290±30 y.B.P.（較正暦年代１σ：1275-1185 CalBP，675-766 AD）が得られた。３層か

ら得た年代値はいずれも古く矛盾しており、２層の最上部から 690±30 y.B.P.（較正暦年

代１σ：675-570 CalBP，1275-1380 AD）が得られた。３層の古い年代試料は、地層の堆積

年代よりも古い木材や腐植がリワークして再堆積したと推定される。よって、イベント１

は約 1300 年前〜600 年前（西暦 675〜1380 年）に生じたと考えられる（図 14～15）。この

発生年代は、2014 年長野県北部の地震以前に指摘されてきた神城断層の最新活動時期と調

和的であり（例えば、奥村・他，1998；地震調査研究推進本部地震調査委員会，2015）、西

暦 762 年もしくは 841 年の歴史地震（宇佐美・他，2013）に対比可能である。また、長野

県北部の地震に伴う地震断層上のトレンチ調査で推定された西暦 1714 年正徳小谷の地震

（例えば、都司，2003；Katsube et al., 2017）には対応しない。よって、本地点を含む

長野県北部の地震で未破壊の神城断層においては、最新活動は従来と同様に西暦 762 年も

しくは 841 年の歴史地震である可能性が高い。 

古いイベント（イベント２）は、６層以下の地層が低崖を境として上下変位を生じ、そ

の低下側を５層及び４層が埋積する地質構造によって認定される（図 14。５層及び４層と

断層の直接の関係は明らかではないが、隆起側には相当層は確認されず低下側のみに堆積

する。また、層相が細粒の腐植質シルトと砂層の互層からなるため、６層堆積後に生じた

イベントの後、低下側を埋積して湖沼性の５層及び４層が堆積したと判断した。６層の上

面を基準として断層近傍の累積上下変位量は 1.7ｍと計測され、中綱湖底を延びる逆断層

の存在を考慮すればこの値は最小値となる。６層からは年代測定値は得られていないが、

下位の７層から最も新しい年代値として 17200±50 y.B.P. （較正暦年代１σ：20834-20642 

CalBP）が得られた（図 14，表２）。一方、イベント２の上限を示す年代値として、５層か

らは 1320±30 y.B.P.（較正暦年代１σ：1292-1188 CalBP，658-762 AD）が得られた。よ

って、イベント２は約 1200 年前以前に生じたと考えられる。ただし、７層の年代が約 21ka

と古く、５層との堆積間隙が大きいため、イベント２の発生年代はより詳細な検討が必要

である。 

以上から、中綱湖のジオスライサー調査地点では、最近活動時期は西暦 675〜1380 年に

生じたことが明らかとなった（図 15）。この年代は、2014 年長野県北部の地震前に指摘さ

れてきた、神城断層の最新活動が西暦 762 年もしくは 841 年の歴史地震に対比される可能

性と調和的である。仮に、西暦 762 年の歴史地震に対比されるとした場合、現在までの経

過時間は 1257 年となる。また、2014 年地震の震源域で１つ前の活動とされる西暦 1714 年

正徳小谷の地震には対応しないことが明らかとなった。調査地点を含む神城断層南部の約

15km 区間は 2014 年地震では未破壊であり、今後の地震発生可能性や確率評価には、ここ

で明らかとなった最新活動時期を用いることが妥当であると考えられる。さらに、この未

破壊区間が次に活動した場合、南へ連動してさらに大規模な地震を生じる可能性を引き続

き検討する必要が明確になった。 
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図１ 糸魚川−静岡構造線断層帯の活動区間。活動区間は地震調査研究推進本部

地震調査委員会（2015）による。Kondo et al.（2008）に加筆。 
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図２ 糸魚川−静岡構造線断層帯北部区間と調査位置。地震調査研究推進本部地震

調査委員会（2015）に加筆。 
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図３ 中綱湖周辺（大町市平）の神城断層と地形の分布、ボーリング調査位置。

国土地理院発行の米軍撮影空中写真 R1785-39 に加筆。赤線は本研究によ

る神城断層のトレース、ケバは低下側を示す。 



10 

 
 

 

  

図４ 中綱湖周辺におけるボーリング調査およびジオスライサー調査地点。基図は大

町市発行の 1/2,500 都市計画図。図中の黒枠は図 11 に示す拡大図の範囲。

NKT-1 孔は、平成 29 年度に実施した TAO-1 孔と同じ。NKT-2 孔と NKT-3 孔が今

年度に新たに掘削したボーリング地点。NKTG-1 及び NKTE-1 はハンディジオス

ライサーおよび簡易式ボーリング。 
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図５ NKT-2 孔（断層隆起側）の柱状図。掘削位置は、図４を参照。 
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図６ NKT-2 孔のコア写真 
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図６ NKT-2 孔のコア写真（続き） 
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図７ NKT-3 孔（断層低下側）の柱状図。掘削位置は、図４を参照。 
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図８ NKT-3 孔のコア写真 
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図８ NKT-3 孔のコア写真（続き） 
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図９ NKT-2 孔及び NKT-3 孔に基づく地形地質断面図 
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表１ NKT-2 孔及び NKT-3 孔の放射性炭素同位体年代測定の結果 

図 10 放射性炭素同位体年代測定の較正暦年代。暦年較正は OxCal v.4.3.2

（Ramsey, 2017）を使用し、較正曲線は IntCal13（Reimer et al., 

2013）を用いた。 
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図 11 中綱湖周辺におけるジオスライサー調査地点の詳細位置図。基図は大町市発

行の 1/2,500 都市計画図。NKTG-1〜9 及び NKTE-1〜4 はハンディジオスライサ

ーおよび簡易式ボーリングの位置。黒線は地形断面測線の位置 

図 12 中綱湖周辺におけるジオスライサー調査地点の地形断面図 
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�������� 図 13 ジオスライサー断面の写真（続き）。位置は図 11 を参照。 
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図 14 群列ジオスライサーに基づく地形地質断面図 
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図 15 中綱湖ジオスライサー調査による神城断層の最新活動時期。暦年較正は

OxCal v.4.3.2（Ramsey, 2017）、較正曲線は IntCal 13（Reimer et al., 

2013）を用いた。各試料の年代値は１σの範囲を示す。AD762 と AD841 は

それぞれ歴史地震を示す。 

表２ 中綱湖ジオスライサー調査における放射性炭素同位体年代測定の結果。 

ここでは暦年較正年代として２σの範囲を示している。 
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2) 神城断層・木崎湖南方地点における変位履歴の再検討 

木崎湖南方地点は神城断層の南端付近に位置する（図２、図 16）。産業技術総合研究所

は 2006 年に同地点でジオスライサー・ボーリング調査を実施した。その成果の概略は奥

村・他（2007）において速報として報告され、湖沼性の細粒堆積物に生じた撓曲変形をも

とに過去３〜４回の古地震イベントが指摘されている。昨年度は既存資料の再検討によっ

て、従来は指摘されていなかった深部の低角逆断層をみいだし、過去５〜６回の古地震イ

ベントを識別した。その結果をもとに、予察的な時間―変位ダイヤグラムを作成し、地震

時変位量に基づく連動型イベントの識別と連動履歴の推定、ポアソン過程による連動型地

震の発生確率の試算をおこなった（近藤，2018）。 

今年度は、逆断層上盤側で生じる変形を面的に把握し、より正確な地震時変位量を計測

するため、調査地点周辺を対象にドローンによるレーザ測量を実施し、0.1ｍの精密な数値

標高モデル（DEM）を作成した。表３及び表４にドローンレーザ測量の仕様、図 17 に 0.1

ｍDEM に基づく地形陰影図とボーリング掘削位置、図 18 に地形断面の測線位置、図 19 に

地形断面を示す。さらに、深さ 20ｍ程度のボーリングを４孔追加することにより、2006 年

当時に復元された地形地質断面をさらに仔細に検討し、地下 20ｍ程度までの断層形状、古

地震イベントの認定、活動時期と地震時上下変位量を再検討した。地層の分布が不明な部

分については、現状のコアでみられる地層の傾斜や断層との関係、変形の累積性を考慮し

て、地層の分布を推定した。ボーリングコアの写真を図 20〜23、地形地質断面図を図 24 に

示す。 

 

a) イベント層準の認定と地震時上下変位量 

調査地域には、地表から深さ約 30m 程度まで湖沼性の細粒堆積層が厚く堆積し、それら

を切断する東傾斜の低角逆断層が確認された（図 24）。ここでは、層相をもとに各地層を

ユニット 50〜1200 に区分した。逆断層は、明瞭な変位と上盤側の地層の顕著な変形を伴

い、各ボーリングコアで連続的に確認できるものを主断層として３条を認定し、F-1〜F-3

とした。その他に確認された多数の逆断層は副次的な断層として断面図に記入した。F-1 か

ら F-3 の逆断層は、地表下 10ｍ程度より深部でユニット 800 以下の地層を明瞭に切断す

る。地形地質断面図から読み取った断層の傾斜は 10〜20°である。一方、800 より上位の

地層では東側隆起の撓曲変形を生じ、明瞭な剪断は認められない。今回の補足調査によっ

て、地層の変位・変形の程度や断層との切断・被覆関係をもとに、約 1.2 万年前以降に確

実な古地震イベントを５回と不確かなイベントを２回認定した。以下では、それらのイベ

ントを新しいものからイベント１〜７とし、イベント毎に認定の根拠と上下変位量につい

て記述する。 

ⅰ) イベント１ 

イベント１はユニット 100 堆積後、ユニット 70 堆積前に認定した。ユニット 100 は調

査地で連続的に分布する腐植質シルト層であり、Bor-6 から Bor-3 の間で東側隆起の撓曲

変形を生じている。その低下側では、KZK-10 より西側で上位のユニット 70 とユニット 50

がユニット 100 の変形に対してアバットして堆積する。ユニット 70 はシルト〜砂からな

る後背地性の堆積物であり、低下側を埋積して分布する。よって、ユニット 100 堆積後、
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ユニット 70 堆積前に東側隆起の撓曲変形を生じるイベントが生じたことが確実である。

地表の低崖地形を基に上下変位を計測した場合、上下変位が 3.1ｍと計測された。一方、

ユニット 100 の上面を基準とした場合は、3.5ｍと計測される。ドローン・レーザーによる

周辺の地形計測では、K4 測線で 3.2ｍの上下変位が計測されており、K4 測線付近を頂部と

するバルジ状の上盤側変形が認められる。ここでは、ジオスライサー・ボーリング調査に

よって明らかとなった、最新活動以降に断層下盤側で堆積した埋積層（ユニット 70 及び

50）の層厚も考慮し、イベント１に伴い 3.5ｍの上下変位が生じたと判断した。 

ⅱ) イベント２ 

イベント２はユニット 200 堆積後、ユニット 150 堆積前に認定した。ユニット 200 は腐

植質シルト層からなり、層厚が 20cm 程度と薄いながらも調査地に連続的に分布する。隆起

側では Bor-3 から GS-1 までは対比が容易で連続的に分布し、概ね水平に堆積する。この地

層も Bor-6 から Bor-3 の間で東側隆起の撓曲変形を生じている。一方、上位のユニット 150

は後背地性のシルト〜砂層であり、ユニット 200 の変形をアバットして低下側を埋積し、

東へ向かって層厚を減じて GS-4 から GS-3 の間で殲滅する。よって、ユニット 200 堆積後、

ユニット 150 堆積前に東側隆起の撓曲変形を生じるイベント２が生じたことが確実である。

ユニット 200 の上面を基準に、3.9ｍの累積上下変位量が計測された。イベント１による

3.5ｍを差し引きして、イベント２に伴う上下変位は 0.4ｍとなる。 

ⅲ) イベント３ 

イベント３はユニット 500 堆積後、ユニット 400 堆積前に認定した。ユニット 500 は腐

植質シルト層により構成され、調査地西端の Bor-2 から中央付近の Bor-4 付近まで連続し

て分布する。さらに東側ではユニット 600-800 相当の腐植質シルトと収斂し、明瞭に分布

を追うことは困難であるが、ユニット 500 堆積時には上面が概ね水平であったと考えられ

る。その上位には、ユニット 400 の砂層が厚く堆積し、内部構造の傾斜から判断して、下

位のユニット 500 に対してアバットする。ユニット 400 は、ユニット 500 ないし 600〜800

が形成した撓曲崖をオーバーラップして隆起側にも堆積する。よって、ユニット 500 堆積

後、ユニット 400 堆積前に東側隆起の撓曲変形を生じるイベントが生じたことが確実であ

る。ユニット 500 の上面を基準に、5.6ｍの累積上下変位量が計測された。イベント２以降

の累積変位量 3.9ｍを差し引きして、イベント３に伴う上下変位は 1.7ｍとなる。 

ⅳ) イベント４ 

イベント４はユニット 600 堆積後、ユニット 570 堆積前に認定した。ユニット 600 は調

査地で連続よく対比可能な腐植質シルト層であり、上位のユニット 400 にみられる撓曲変

形よりも累積的に大きく変形する。上位にはユニット 530〜570 の後背地性堆積層がユニ

ット 600 にアバットして堆積する。ユニット 550 はチャネル状の分布を示し、断面形状か

ら判断して、概ね南北方向に流下した小規模なチャネル堆積物である。一連の河川性堆積

層の最下部を構成するユニット 570 は Bor-2 では下位の 600 と整合的であるが、ユニット

600 へアバットして東へ層厚を減じており KZK-10 孔までに殲滅する。これらのユニット

530〜570 は、南北方向へ流れる河川性の堆積層であり、初生的にほぼ水平な堆積上面であ

ったと考えられる。そのため、ユニット 600 を変形させるイベントが生じた後、低下側を

ユニット 530〜570 が埋積し、その後に生じた新しいイベント１〜３によってさらに変形

を受けたと判断出来る。よって、ユニット 600 堆積後、ユニット 570 堆積前に東側隆起の
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撓曲変形を生じるイベントが生じたことが確実である。ユニット 600 の上面を基準に、8.5

ｍの累積上下変位量が計測された。イベント３以降の累積変位量 5.6ｍを差し引きして、

イベント４に伴う上下変位は 2.9ｍとなる。 

ⅴ) イベント５ 

イベント５はユニット 700 堆積後、ユニット 650 堆積前に認定した。ユニット 700 は低

下側の KZK-9 以西を埋積する腐植質シルト層であり、上位のユニット 600 よりも累積的に

大きく変形する。東への連続性は不明瞭であるが、後述する年代値から判断して、隆起側

にほぼ水平に堆積するユニット600-800に収斂するとみられる。ユニット700堆積時には、

他の腐植質シルト層と同様に初生的に概ね水平に堆積したと考えられ、その上位のユニッ

ト 650 は 700 に対してアバットして堆積する。よって、ユニット 700 堆積後、ユニット 650

堆積前に東側隆起の撓曲変形を生じるイベントが生じたと推定される。ただし、ユニット

700 は、後述するユニット 800 を変形させるイベントの後、低下側を埋積した地層の一部

であった可能性もある。また、イベント５の発生後、約 8400 年前から約 5600 年前にかけ

て地層の欠落が認められる。そのため、ここではイベント５の信頼性を相対的に低いもの

と判断した。ユニット 700 の上面を基準に、10.4ｍの累積上下変位量が計測された。イベ

ント４以降の累積変位量 8.5ｍを差し引きして、イベント５に伴う上下変位は 1.9ｍとな

る。 

ⅵ) イベント６ 

イベント６はユニット 800 堆積後、ユニット 750 堆積前に認定した。ユニット 800 は調

査地に連続的に分布する腐植質シルト層であり、隆起側ではユニット 600〜800 の一連の

地層としてマージする。上位のユニット 750 は河川性の砂礫層で、下位のユニット 800 に

対してアバットして堆積し、層厚を東へ減じながら KZK-9 付近で殲滅する。よって、ユニ

ット 800 堆積後、ユニット 750 堆積前に東側隆起の撓曲変形を生じるイベントが生じたこ

とが確実である。ユニット 800 の下面を基準に、11.0ｍの累積上下変位量が計測された。

イベント５以降の累積変位量 10.4ｍを差し引きして、イベント６に伴う上下変位は 0.6ｍ

となる。 

ⅶ) イベント７ 

イベント７はユニット 1000（ユニット 1020 及び 1040）堆積後、ユニット 950 堆積前に

推定した。ユニット 1000 は極細粒砂〜粗粒砂〜シルトの互層であり、KZK-8 および 9 では

明瞭な逆断層によって切断される。特に断層直近では傾斜が 50°程度まで大きく変形し、

本層が撓曲変形を生じつつ逆断層による剪断を受けたことを示す。ユニット 1000 を構成

するサブユニット 1020 は特に細粒堆積物を主体としており、初生的にほぼ水平に堆積し

たと判断出来る。一方、上位のユニット 950〜850 は細礫を含む河川性の砂礫層で、断層の

低下側と隆起側に広く分布する。ただし、ユニット 950 のみが低下側で厚く堆積し，堆積

前に下位のユニット 1020 が高度差を生じていたことを示す。以上から、ユニット 1020 堆

積後、ユニット 950 堆積前に東側隆起の撓曲変形を生じるイベントが生じたと推定した。

ただし、このイベントの認定根拠は低下側で厚い地層の存在であり、相対的に信頼性は低

い。ユニット 1020 の上面を基準に、11.5ｍの累積上下変位量が計測された。イベント６以

降の累積変位量 11.0ｍを差し引きして、イベント７に伴う上下変位は 0.5ｍとなる。 
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b) イベント発生年代 

イベント１〜７について、それぞれのイベント層準前後の地層から得られた放射性炭素

同位体年代測定値を基に各イベントの年代を特定した。年代測定の結果は 2006 年調査当

時の試料と今回実施した合計 31 試料である。地層の年代として採用する年代値は木片、バ

ルクの腐植質シルトなど試料種及び層序と年代値の矛盾を考慮した。さらに、地層の堆積

時間を考慮し、急速に堆積する河川性の砂層や礫層は原則として最も新しい年代値を代表

値とした。湖沼性ないし沼池性のようなゆっくりと堆積した腐植質シルト層の場合は、年

代値と層序に矛盾がない限り、最も新しい年代値と最も古い年代値の範囲を地層の年代と

した。断層の上盤側に位置する KZK-8 以東のユニット 600〜800 は、下盤側の３つの腐植質

シルト層が収斂し、年代値の矛盾はないものの約 4000〜9000 年前と幅広い年代値を示す。

そのため、上盤側のユニット 600〜800 から得た年代値は古地震イベントを特定する年代

値としては考慮しなかった。各ユニットから得た年代の 1σに対応する較正暦年代と確率

密度分布、各イベントの年代推定幅をを図 25 に示した。 

 

c) 木崎湖南方地点における変位履歴と連動確率の試算 

今年度の調査によって認定された７回の古地震イベントの年代と上下変位量を基に、時

間―変位ダイヤグラムを作成した（図 26）。昨年度と異なる点は、精緻化した地形地質断

面図を基により多くのイベントが認定され、イベントの発生年代がより詳細に特定された

点にある。上述のように約 5600 年から約 8400 年前は顕著な堆積間隙があるため、これ以

降に生じたイベント１〜４の平均発生間隔を求めると、3500 年間ないし 2900 年間を３回

で除して、970〜1170 年の平均発生間隔が求まる。最新活動時期をイベント１の 970〜1370

年前とした場合、BPT モデルに基づく今後 30 年以内に生じる地震発生確率は６〜17％程度

と極めて高く、地震後経過率は 80〜140%となる。 

この地震発生確率は、木崎湖南方地点を含み、2014 年長野県北部の地震で未破壊であっ

た神城断層の未破壊区間の地震発生可能性を示している。そのため、次の大地震時におい

て、南に隣接する松本盆地東縁断層以南を含む区間と連動した場合の地震発生確率は、別

途検討をおこなう必要がある。 

再検討した時間―変位ダイヤグラムに基づき、地震時上下変位量が３ｍを超える連動型

イベントとして認定したものは、イベント１及びイベント４の２回であり昨年度の推定と

変わりはない。いずれのイベントも断層の傾斜を 20°前後とした場合、ネットスリップは

それぞれ 10.2ｍと 8.5ｍとなる。これらを松田・他（1980）により地震断層長に換算すれ

ば、イベント１の地震断層長は 100km 以上、イベント４が 85km 以上となる。よって、これ

ら２つのイベントは神城断層単独ではなく、少なくとも松本盆地東縁断層北部とそれ以南

の断層区間と連動したことが確実である。 

さらに、発生年代が高精度化されたことにより、発生間隔の見積もりが改訂された。今

年度の成果によって、それぞれの連動型イベントの発生年代は、約 1000〜1400 年前および

4300〜4500 年前であり、これらの発生年代から求まる連動間隔は 2900〜3500 年となる。

また、イベント１を西暦 762 年の歴史地震に対比した場合、連動間隔は 3100〜3300 年と推

定幅がより狭まった。 

これらの連動型イベントの発生間隔を基に、ポアソン過程に基づく連動確率を試算した
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場合、今後 30 年以内に生じる連動型イベントの発生確率は 0.9〜1.0％と求まる。また、

歴史地震に対比した場合の連動間隔を用いても、今後 30 年間に生じる連動型イベントの

発生確率は 0.9〜1.0％と試算される。一方、過去 1.4 万年間に２回の連動型イベントが生

じたと考えた場合、連動間隔は 7000 年程度となるため、今後 30 年間に生じる連動型イベ

ントの発生確率は 0.4％程度と試算される。 

さらに、イベント１〜４の発生が 2900〜3500 年間に生じ平均発生間隔が 970〜1170 年

であるのに対して、イベント６と７は約 5600〜14000 年前の期間に２回のみ生じている。

後者の約 8400 年間には顕著な地層の欠落を含んでいるものの、累積上下変位量や堆積構

造から判断して、この期間に未検出のイベントが多数発生したとは考えにくい。よって、

最近４回のイベントは相対的に短い間隔で発生し、少なくともイベント６と７の２回のイ

ベントは長い時間間隔で発生したと解釈できる。このように考えた場合、約 5600 年前以降

に生じた最近４回は活動の集中期（例えば，Walalce，1987；Sieh et al., 1989；Rockwell 

et al., 2000）を示すと判断できる。 

これまでの地震本部による活断層の長期評価では、BPT モデルのばらつきαという形で

活動間隔のゆらぎが評価されてきた。ただし、そのばらつきの成因までは特定されている

わけではなく、連動型地震と時間的クラスタリング（活動の集中期）を同時に考慮した評

価は実施されていない。今後、連動型地震の発生確率の算出方法については、時間的なク

ラスタリング（活動の集中期）を考慮した場合や、連動型地震と非連動型地震の地震発生

パターンを考慮した BPT モデルに基づく試算など、引き続き検討をおこなう。 
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図 16 木崎湖南方地点におけるジオスライサー・ボーリング調査の位置。本研

究で再検討した木崎湖南方地点は、奥村・他（2007）の位置。Taira site

は丸山・他（2010）によるトレンチ・ボーリング地点。基図は丸山・他

（2010）を引用。 
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表４ ドローンレーザー計測の仕様 

表５ ドローンレーザー計測の計測諸元 
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図 17 木崎湖南方地点におけるドローンレーザーによる詳細地形陰影図。陰影

図は 0.1ｍメッシュの DEM から作成。高さは３倍に強調。赤字が本事業に

よるボーリング掘削位置、青字が奥村・他（2007）によるジオスライサー

掘削位置、黒字がボーリング掘削位置を示す。赤線は本研究による活断層

トレース。 
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図 18 木崎湖南方地点における地形断面の測線位置。K1 から K6 が地形断面の測

線位置を示す。 
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図 19 ドローンレーザーDEM による地形断面。高さは 10 倍に強調。測線位置は

図 18 に示す。 
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図 19 ドローンレーザーDEM による地形断面（続き）。高さは 10 倍に強調。測線

位置は図 18 に示す。 
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図 20  KZK-7 孔のボーリングコア写真。掘削位置は図 17 に示す。 
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図 21  KZK-8 孔のボーリングコア写真。掘削位置は図 17 に示す。 
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図 21  KZK-8 孔のボーリングコア写真（続き）。掘削位置は図 17 に示す。 
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図 22  KZK-9 孔のボーリングコア写真。掘削位置は図 17 に示す。 
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図 23  KZK-10 孔のボーリングコア写真。掘削位置は図 17 に示す。 
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図 24 木崎湖南方地点におけるジオスライサー・ボーリング調査の再検討に基

づく地形地質断面図 
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図 25 木崎湖南方地点における古地震イベントの較正暦年代。暦年較正は OxCal 

v.4.3.2（Ramsey, 2017）、較正曲線は IntCal 13（Reimer et al., 2013）

を用いた。各試料の年代値は１σの範囲と確率密度分布を示す。黄色の網

かけはイベント年代の範囲、灰色の網かけは地層の欠落期間を示す。細字

のイベントは信頼性が相対的に低いイベント。 
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図 26 木崎湖南方地点における時間−変位ダイヤグラム。灰色の年代区間は、地層

が欠落し時間間隙となっている期間。カラーのボックスは、イベント年代

の推定幅（１σ）。 
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３）松本盆地東縁断層南部・安曇野市豊科高家地区におけるトレンチ調査 

本地区では、松本盆地東縁断層南部の最新活動時期、最新活動に伴う横ずれ量を推定す

るための三次元的にトレンチ・ピットを掘削した（図 27）。断層に直交方向に掘削したト

レンチ、極浅部の断層構造を把握するためのボーリング掘削調査、Ｓ波反射法地震探査に

ついては、文部科学省委託事業平成 30 年度「内陸及び沿岸海域の活断層調査」において実

施したため、詳細は当該事業の報告書に記載し、ここでは横ずれ量を推定したピットを中

心に記載をおこなう。 

 調査地では、河成段丘面に形成された比高約２ｍの低断層崖が約１km の区間にわたり南

北走向に延びる（図 27，28）。トレンチはこの低断層崖を横断して掘削し、壁面には下位

から鮮新―更新統の大峰帯、扇状地礫層、人工改変土層、自然堆積層を切断する高角な断

層が露出した。トレンチ壁面の写真とスケッチを図 29 及び図 30 に示す。また、ここでは

詳細を省略するが、断層の極浅部形状を確認するため、４孔の群列ボーリングとＳ波反射

法地震探査を実施した。その結果、トレンチの断層に連続する主断層は東傾斜 75°程度で

あり、深さ 20ｍ程度では鮮新―更新統の大峰帯と第四系の扇状地礫層が断層関係で接する

ことが明らかとなった。統合解釈断面図を図 31 に示す。 

 トレンチ壁面では最新活動に伴うイベント１が認められる。低断層崖の基部に露出した

断層は扇状地礫層（５ｂ層）と大峰帯を明瞭に切断し、上端を人工改変土層である１ａ層

に覆われる（図 30）。よって、イベント１は５ｂ層堆積以降に生じたことが確実である。

５ｂ層からは年代測定試料は得られていないが、南壁面のチャネル充填堆積物である４ｂ

層から 1420±30 y.B.P.が得られた。この年代に対応する 1σの較正暦年代は、1300〜1338 

CalBP（612-650 AD）である。４ｂ層が最新活動によって切断されたことは確実であるため、

最新活動時期はこの年代以降となり、西暦 612 年以降と考えられる。 

隆起側に位置する断層の東側ではトレンチ北壁面、東壁面、南壁面に、細粒な砂・シル

ト層からなるチャネル充填堆積物（４層）が露出した。このチャネルは概ね北東方向の走

向を示すが、断層低下側のトレンチ壁面には露出しておらず、断層とは直接は接していな

い。そのため、チャネルの北西縁が断層により左横ずれ変位を受けており、低下側ではト

レンチよりも南方に存在する可能性があった。そこで、断層の低下側で長さ 20ｍ程度のピ

ットを南北方向に掘削した。ピット壁面の写真とスケッチを図 32 及び図 33 に示す。断層

低下側でみられるチャネルの走向は、西側壁面の２箇所と底盤の１箇所で測定し、Ｎ26°

〜35°Ｗ程度であった。ただし、この走向は東西壁面間の局所的な走向であり、蛇行する

河道の一部の走向を示すと判断した。さらに、チャネルの古流向を確認するため、隆起側

と低下側でそれぞれ小規模なチャネル追跡ピットを掘削し、チャネル充填堆積物の北縁な

いし北西縁の平面位置を確認した（図 34）。 

チャネルの北縁は、断層の低下側では明瞭に認められ、その走向はＮ70°ＥからＮ76°

Ｅである。一方、断層の隆起側ではチャネル充填堆積物は、チャネル追跡ピットの範囲に

薄く広がって堆積しており、北縁を正確に把握することが難しい。隆起側では人工改変土

層がチャネル堆積物を切っているため、人工改変の影響もみられる。そのため、隆起側で

はチャネルの走向を２ケース設定した。１つめは、低下側のチャネル走向を隆起側でも同

じと仮定し、トレンチ北壁面でみられるチャネル西縁を通る外挿線を設定した。２つめと

しては、隆起側ではチャネルの走向が初生的に低下側と異なり蛇行していた場合で、追跡
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ピット東側壁面でみられるチャネル底の北端と、トレンチ北壁面のチャネル西縁を結んだ

外挿線を設定した。 

２つのケースをもとに左横ずれ量を計測した場合、それぞれ 10.6ｍと 3.6ｍとなる。現

状では、いずれの信頼性が高いか判別できないため、両者の値が取る範囲を誤差を含む最

小値と最大値とし、中央値を最良推定値とした場合、横ずれ量は 7.1ｍ±3.6ｍとなる。上

述のように、このチャネル充填堆積物は７世紀以降に形成されており、最新活動による地

震時横ずれ変位量と判断できる。今後、より正確にチャネルの流向や分布を明らかにする

ことによって、正確な横ずれ量とネットスリップが計測可能になると期待される。 
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図 27 松本盆地東縁断層南部の豊科高家地区、島内地区の位置。基図は国土地理

院発行都市圏活断層図「松本」を使用。 
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図 28 豊科高家地区におけるトレンチ・ピット掘削位置 
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図 29 豊科高家地区におけるトレンチ壁面の写真 
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図 30 豊科高家地区におけるトレンチ壁面のスケッチ 
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図 31 豊科高家地区におけるトレンチ・ボーリング・反射断面統合解釈図 
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図 32 豊科高家地区におけるピット壁面の写真 
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図 33 豊科高家地区におけるピット壁面のスケッチ 
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図 34 豊科高家地区におけるチャネル堆積物に基づく横ずれ量の推定 
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４）松本盆地東縁断層南部・松本市島内地区におけるボーリング調査  
島内地区では、横ずれ量を推定するための予察的なボーリング調査を実施した。調査地

周辺では、比高 1.5ｍ程度の東側隆起の低断層崖が南北に延び、近藤・他（2006）及び Kondo 

et al. （2008）により横ずれ変位地形と基に最新活動に伴う約７ｍの横ずれ量が計測され

ている。ボーリングは低断層崖を挟んで断層の隆起側と低下側で深さ５ｍ程度を８孔掘削

した（図 35，36）。従来は、最新活動時期は周辺に分布する遺跡の年代に基づいており、本

研究では絶対年代により最新活動時期を推定し、横ずれ量を地質学的に検討することを目

的として調査を実施した。ボーリングの柱状図を図 37、ボーリングの地質に基づくパネル

ダイアグラムを図 38、周辺の地形発達史を考慮した横ずれ量の予察的検討結果を図 39 に

示す。 

断層の隆起側では、西から東へ流下する旧河道が扇状地性段丘面（L2 面：図 35）に残存

する。一方、低下側ではこれに連続する上流側の微地形は存在していない。そこで、低下

側で埋没する旧河道堆積物を探索するため、断層の隆起側で４孔、低下側で４孔を旧河道

の内側と外側で掘削した。隆起側のボーリング（SMU-５〜８）では表土の直下に扇状地礫

層が分布する（図 37）。一方、低下側のボーリング（SMU-１〜４）では、表土より下位に細

礫、砂、腐植質シルトからなる細粒な堆積層（A〜C 層）が分布している。A 層は主に断層

の低下側である西側にのみ分布し、B 層及び C 層は低下側で SMU-3 孔、隆起側で SMU-7 孔

付近にのみ局所的に分布する。これらの層相と分布から判断して、断層の低下側を埋積し

た地層（A 層）と旧河道の堆積層（B〜C 層）に区分した。扇状地礫層の上面高度は、断層

を境に約２ｍの西側低下の断層変位を示す（図 38）。断層低下側の SMU-３孔では、C 層基

底には 50cm 程度の腐植質シルト層がみられるが、隆起側の SMU-５孔および７孔では対応

する腐植質シルト層はみられない。ただし、SMU-７孔のみで C 層に対応する砂質シルト層

が確認され、SMU-３孔との間に左横ずれ変位が生じた可能性が示唆される。現段階では、

放射性炭素同位体年代測定を実施できていないが、今後、年代測定の結果を含めて詳細を

検討し、イベント発生年代や地震時変位量を明らかにする。 
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図 35 松本市島内地区周辺の活断層と地形分類図。黒枠が図 36 の調査範囲。Kondo 

et al.(2008)に一部加筆。 
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図 36 松本市島内地区におけるボーリング掘削位置 
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図 37 松本市島内地区におけるボーリング柱状図 
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図 38 松本市島内地区におけるパネルダイアグラム。縦軸は５倍強調。 
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図 39 松本市島内地区における地形発達史と横ずれ量の予察的検討 
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５) 松本盆地東縁断層南部における反射法地震探査 

a) 探査測線 

糸魚川－静岡構造線活断層系は本州の中央部を南北に横断する全長約160kmの活断層系

であり、そのうち、安曇野市から茅野市に至る長さ約45kmの中北部区間（明科－諏訪湖南

方区間）は左横ずれが主体であると考えられている（例えば，地震調査研究推進本部地震

調査委員会，2015）。同断層系中北部区間は．松本盆地東縁断層（明科以南）、牛伏寺断

層、岡谷断層、諏訪湖南岸断層群などといった主に北北西－南南東走向の断層によって構

成されている（例えば，地震調査研究推進本部地震調査委員会，2015）。ただし、これら

の主要な断層に斜交して、松本市の北部では北北東－南南西走向の全長約５kmの断層が分

布する。本研究では、上記の松本盆地東縁断層（明科以南）と断層長の短い北北東－南南

西走向の断層を探査の対象とした。 

本探査は２測線（田沢測線および岡田測線と名付けた）において実施した（図40）。田

沢測線は長野県安曇野市徳次郎周辺から大口沢周辺に至る約4.3kmの区間であり（図41）、

岡田測線は長野県松本市浅間温泉西方から岡田神社周辺に至る約1.3kmの区間である（図4

2）。それぞれの探査測線は対象とする活断層に対してほぼ直交するように設定した。 

 

 
図 40 反射法地震探査測線配置図（田沢測線および岡田測線）。基図は地理院地図を使

用。 
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図 41 田沢測線の詳細測線図。基図は地理院地図を使用。 

 
 

 

図 42 岡田測線の詳細測線図。基図は地理院地図を使用。 
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b) 探査データの取得 

データ取得は共通中間点重合法（例えば，物理探査学会，2016）によって行った。発震

は田沢測線では中型バイブレーター震源（米国IVI社製のEnviro Vibe；図43）、岡田測線で

は中型油圧インパクター震源（株式会社地球科学総合研究所製のJMI-200；図44）で行い、

標準発震点間隔は10ｍ（田沢測線）、５ｍ（岡田測線）である（表５）。受振器は固有周波

数15Hzのもの（米国Geospace社製のOMNI-2400）を用いて、標準受振点間隔が10ｍとなるよ

うに受振点を配置し、同時収録チャネル数は130チャネル（田沢測線）、140チャネル（岡田

測線）とした。データ記録は独立型レコーダー（米国Geospace社製のGSR/GSX）を用いて、

サンプリング間隔0.5msecで行った。 

田沢測線および岡田測線で実施した反射法地震探査の主なデータ取得仕様をまとめて

表５に、本探査で使用した機材の仕様を表６に示す。 

 

 

図 43 中型バイブレーター震源 

 

 

図 44 中型油圧インパクター震源 
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表５ 主な探査データ取得仕様  

項 目 内 容 備 考 
探査手法  Ｐ波反射法地震探査   
波動種別  Ｐ波  
測線数 2  
測線名 田沢測線  岡田測線   
測線長 

(上段：測定 
下段：解析) 

4,633m 1,390m 予察調査の結果を踏まえ、発

注者と協議の上、決定した  4,330m 1,325m 

標準発震点間

隔 10m 5m 
施設管理者の許可条件、交通

状況、隣接家屋等の状況に応

じ、発震をスキップ  
標準受振点間

隔 10m 10m 障害物がある場合は受振器設

置位置をずらし設置した  

標準収録  
チャンネル数  

130 チャンネル  
(展開長：標準

1.3km) 

140 チャンネル  
(約 1.4km 固定展

開) 

田沢測線については、  
震源の東側：100CH、西側：

30CH 
標準垂直重合

数 10 回 14 回 現地テストに基づき決定した  

標準スイープ

長 16 秒 －  

スウィープ周

波数 10-100Hz －  

収録記録長  

20 秒（相互相

関前） 
3 秒（相互相関

後） 

3 秒 

 

サンプリング

間隔 0.5msec  

収録様式  SEG-D  

震源 中型バイブレー

ター １台  
油圧インパクター  

1 台  

受振器 
速度型地震計  

(固有周波数：15Hz、3 個グルーピ

ング/１地点) 

OMNI-2400 
（GEOSPACE 社製）  

収録装置  独立型デジタルレコーダー  
(A/D 分解能：24 ビット) 

GSR/GSX 
（GEOSPACE 社製）  
GPS 機能付独立型収録装置  
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表６ 測定機器 仕様一覧  

種類 形式 製品名 製造 主な仕様 

震源 
中型バイブレー

ター 

Enviro 

Vibe 
IVI 

実用周波数範囲：8～200Hz 

最大ストローク：6.99cm 

ホールドダウン重量：約 7.5 トン 

リアクションマス重量：約 0.8 トン 

ベースプレート設置面積：約 1.1m2 

総重量：8.4 トン 

寸法：(L)6.1×(H)2.4×(W)1.9m 

震源 
油圧インパクタ

ー 
JMI-200Ⅱ 

地球科学 

総合研究所 

ロッド重量：200kg 

圧縮空気(窒素)最大圧力：10 気圧 

総重量：6.5 トン 

受振器 ジオフォン 
OMNI-

2400 
GEOSPACE 

速度型地震計（１成分） 

固有周波数：15Hz 

グルーピング：3 個 

探鉱機 
独立型レコーダ

ー 
GSR/GSX GEOSPACE 

A/D 分解能：24 ビット 

サンプリング間隔： 

0.25, 0.5, 1.0, 2.0, 4.0msec 

保存データ形式： SEG-D または

SEG-2 

周波数特性：3Hz－0.8 of Nyquist 

プリアンプゲイン： 0, 12, 24, 36dB 

探鉱機 

発震時刻・ 

パイロット信号 

データレコーダ

ー 

SDR GEOSPACE 

A/D 分解能：24 ビット 

サンプリング間隔： 

0.25、0.5、1.0、2.0、4.0msec 

保存データ形式： SEG-D または

SEG-2 

周波数特性：3Hz－0.8 of Nyquist 

プリアンプゲイン： 

0, 6, 12, 18, 24, 30, 36dB 
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c) 探査データの処理 

取得した探査データに対して、一般的な共通中間点重合法（例えば，物理探査学会，20

16）による各種のデータ編集・フィルタ処理を施した。データ処理にあたっては、田沢測

線では図45によって、岡田測線では図46によって示される解析測線（重合測線）を設定し

た。これらの解析測線において、SN比(シグナルとノイズの比)を高めた時間断面を作成し

た。それぞれの測線の時間断面に対して次に、速度解析結果等に基づいてマイグレーショ

ン処理を施し、時間断面中の反射面を正しい位置に戻した。さらに、深度変換により、時

間断面を深度断面に変換した。これらの探査データ処理作業のフロー図を図47に示す。ま

た、各処理の際に適用した主なパラメータを表７に示す。 
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図 45 田沢測線の重合測線図。基図は都市圏活断層図「松本」（松多ほか，1999）を使

用。 

 

 

 

図 46 岡田測線の重合測線図。基図は都市圏活断層図「松本」（松多ほか，1999）を使

用。 
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図 47 反射法地震探査のデータ処理フローチャート 
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表７ データ処理に適用した主なパラメータ 

  田沢測線  岡田測線   
処理名  パラメータ等  設定値  備考 

ﾌﾟﾚﾌｨﾙﾀ ﾊﾞﾝﾄﾞﾊﾟｽ 
ﾌｨﾙﾀ帯域  20～100Hz 20～110Hz  

位相補正  － ｲﾝﾊﾟﾙｽに変換するｵ

ﾍﾟﾚｰﾀを設計し適用  
ｲﾝﾊﾟﾙｽに変換するｵ

ﾍﾟﾚｰﾀを設計し適用   

振幅調整  AGC 
ｳｨﾝﾄﾞｳ幅 200msec 180msec  

ﾃﾞｺﾝ 
ﾎﾞﾘｭｰｼｮﾝ 

タイプ  ﾎﾜｲﾄﾆﾝｸﾞ ﾎﾜｲﾄﾆﾝｸﾞ  
自己相関演算用  

ｹﾞｰﾄ長  1200msec 800msec ﾀｲﾑﾊﾞﾘｱﾝﾄ 
ｽﾍﾟｸﾄﾗﾙ 
ﾎﾜ ｲ ﾄ ﾆﾝ ｸ ﾞ

等 
ﾌｨﾙﾀ長  120msec 80msec 

ﾎﾜｲﾄﾉｲｽﾞ 1% 1% 

静補正  

ﾒｯｼｭｻｲｽﾞ 1m×1m  

初期速度モデル  深度と共に単調増加  
（100～1500m/s）   

最大ｵﾌｾｯﾄ距離 300m 500m  
再構成速度範囲  100～6500m/sec  
トモグラフィ  

付加条件  速度逆転層許さず   

トモグラフィ  
繰返回数  60 回 80 回  

置換速度  1500m/sec  
標高補正用速度  1500m/sec  

速度ﾌｨﾙﾀ 種類 
＜tau-p フィルタ＞  

1250m/sec 以下の速度を  
除去するように適用  

 

残差静補

正 

最大許容時間  
ｼﾌﾄ量（１回

当） 
5msec 適用せず  補 正 量 自

動算出  

繰り返し  
算出回数  4 回 －  

NMO 補正 ｽﾄﾚｯﾁﾐｭｰﾄ 
適用比率  1.75  

帯域通過  
ﾌｨﾙﾀ ﾀｲﾑﾊﾞﾘｱﾝﾄﾌｧｲﾙﾀ 

0～50msec； 
      2～150Hz 
50～250msec； 

2～120Hz 
250～1000msec； 

8～80Hz 
1000 msec～； 

8～60Hz 

0～150msec； 
      15～150Hz 
150msec～； 

10～80Hz 

ﾏｲｸﾞﾚｰｼｮﾝ

処 理 後 の

時 間 断 面

に適用  
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d) 探査結果 

一般的な共通反射点重合法によるデータ処理の結果、マイグレーション深度変換断面を

得て、田沢測線では深度２km 程度まで、岡田測線では深度 300ｍ程度までの地下構造をイ

メージングすることができた。田沢測線の重合時間断面図を図 48 に、マイグレーション時

間断面図を図 49 に、深度変換断面図を図 50 に示す。また、岡田測線の重合時間断面図を

図 51 に、マイグレーション時間断面図を図 52 に、深度変換断面図を図 53 に示す。 

田沢測線の断面の特徴を概説すると、都市圏活断層図松本図幅で示された松本盆地東縁

断層の地表推定位置（松多ほか，1999）の付近よりも西側の領域では、連続性が非常に良

く浅部ではほぼ水平で深部では緩やかに東傾斜する反射面群が見られた。それに対して、

松本盆地東縁断層の東側かつ山地盆地境界の西側では水平あるいはやや西傾斜であるが連

続性の悪い短い反射面群が見られた。さらに山地盆地境界の東側山地内では断面内での半

波長が１km 以下の規模の褶曲列が見られた。 

次に、岡田測線の断面の特徴を概説すると、断面の東部（段丘および沖積低地が分布）

ではほぼ水平な連続性の良い反射面群で特徴付けられる。また、断面の中部（段丘が分布）

でも反射面の連続性は良いが、緩やかに東傾斜しており一部は上に凸の形状を示している。

対して、断面の西部（山地）では反射面の連続性が悪くなっている。 

 
 

 

図 48 田沢測線の重合時間断面図 
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図 49 田沢測線のマイグレーション時間断面図 

 

 

 

図 50 田沢測線の深度変換断面図。深度方向の強調は無し。 
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図 51 岡田測線の重合時間断面図 

 

 

 

図 52 岡田測線のマイグレーション時間断面図 
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図 53 岡田測線の深度変換断面図。深度方向の強調は無し。 

 

 

 

 田沢測線の深度変換断面図に対して、地下の断層の形状についての解釈を付したものを

図 54 に示す。また、岡田測線の深度変換断面図に対して、同様に断層地下形状の解釈を付

したものを図 55 に示す。 

田沢測線の結果断面における水平および緩やかな東傾斜の反射面群の東端に注目する

と、表層では松本盆地東縁断層の推定地表位置（松多ほか，1999）にほぼ相当する。した

がって、この反射面群の途切れは松本盆地東縁断層を示すものと考えられる。表層から深

度 500ｍ程度まではこの断層を挟んで西側には上述した水平な反射面群が、東側には連続

性は悪いものの水平あるいは西傾斜する特徴を持つ反射面群が見られる。さらにより深部

を見ると反射面群の途切れの位置は深くなるほどやや東側によっている。このような地下

の反射面の特徴および反射面の途切れ位置から、松本盆地東縁断層の地下形状は 75°前後

の東傾斜を示していると判断できる。 

次に、岡田測線では、水平な連続性の良い反射面分布域（東部）、東傾斜した連続性の良

い反射面分布域（中部）、反射面の連続性が悪い領域（西部）のそれぞれ表層付近での境界

位置は都市圏活断層図松本図幅（松多ほか，1999）に示された断層の地表位置に相当する。

また、上述した東部領域－中部領域の地下での境界部では反射面の途切れ・食い違いが見

られることと、東傾斜する中部領域の反射面群は上に凸の形状を呈しており、これらは西

傾斜する逆断層の運動に伴う変形構造であると判断した。こうした変形構造にもとづいて、

地表位置 CMP200 の地点から地下では西方へ傾斜する活断層を解釈した。さらに、上述した

中部領域－西部領域の地下での境界部では、やや不明瞭ながらも一部の反射面群では西側

が上昇する食い違いが見られる。したがって、位置精度はやや低いものの、CMP400 の地点

から西方へ傾斜する活断層を解釈した。なお、岡田測線の断面で解釈した 2 条の断層の傾

斜角度は共に 40°～45°程度である。よって、地下浅部で西側の松本盆地東縁断層に収斂

すると推定され、西傾斜の逆断層は大地震を生じる独立した震源断層としては挙動しない
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可能性が高いと判断される。 

 

 

 
図 54 田沢測線の深度変換断面図（図 50）における断層地下形状の解釈 

深度方向の強調は無し。 

 

 

 

 

図 55 岡田測線の深度変換断面図（図 53）における断層地下形状の解釈 

深度方向の強調は無し。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

 北部区間を構成する神城断層のうち2014年長野県北部の地震では活動しなかった中綱湖

周辺において平均変位速度を高精度に求めるため、断層の隆起側と低下側でボーリング調査

を実施した。その結果、約1.9万年以降の湖沼堆積物を切断する複数の断層が認められ、上下

平均変位速度が0.6mm/yr以上、断層低下側の層序を考慮した場合1.4mm/yrである可能性を明

らかにした。さらに、最近の活動時期を推定するため、比高1.5ｍ程度の低断層崖を横断して

群列ジオスライサー調査を実施した。その結果、最新活動は西暦675〜1380年に生じたことが

明らかとなった。このイベントは神城断層南部の未破壊区間における最新活動を示し、西暦

762年もしくは841年の歴史地震に対応する可能性が高い。 

 神城断層の南端付近に位置する、木崎湖南方地点における既往のジオスライサー・ボー

リング調査結果を再検討した。その結果、湖沼性堆積層の撓曲変形と東傾斜10〜20°の逆断

層を複数認定し、約1.4万年前以降に７回の地震イベントを識別した。そのうち地震時上下変

位量が３ｍ程度のイベントは２回認められ、変位量と地震断層長のスケーリング則から判断

して、これらは神城断層全体と少なくとも松本盆地東縁断層北部との連動型地震と判断でき

る。その平均再来間隔は3100〜3300年であり、ポアソン過程の連動確率は今後30年で0.9〜

1.0％と試算した。また、最近４回のイベントから求めた平均発生間隔は970〜1170年であり、

最新活動時期を970〜1370年前とした場合、地震後経過率は80〜140％、BPTに基づく今後30年

以内の地震発生確率は6〜17％程度と極めて高いことを明らかにした。今後、より長期間の変

位履歴を復元し、多数の連動型イベントと非連動型イベントを検出していく必要がある。 

 中北部区間を構成する松本盆地東縁断層南部の安曇野市高家地区において、地震時の横

ずれ変位量を復元する三次元的なトレンチ・ピット調査を実施した。断層に対して概ね直交

方向に流下した埋没チャネル堆積物をもとに、最新活動に伴う横ずれ量を7.1±3.6ｍと計測

した。チャネルは７世紀以降に形成されており、西暦762年もしくは841年に対比される活動

に伴い生じたと判断できる。さらに、松本市島内地区において、比高1.5ｍ程度の低断層崖を

横断して三次元的にボーリングを配置し、隆起側に残存する旧河道と低下側の埋没チャネル

堆積物による横ずれ量を予察的に検討した。その結果、埋没チャネル形成以降に２回の横ず

れイベントが生じた可能性が指摘された。今後、年代測定結果を基に、より正確な変位履歴

や長期間の挙動を明らかにする必要がある。 

 松本盆地東縁断層南部の断層形状を把握するため、田沢測線と岡田測線の２測線におい

てＰ波反射法地震探査を実施した。田沢測線では、断層西側で松本盆地を埋積する第四系と

東側で城山丘陵を構成する鮮新―更新統及び下部中新統が深さ1.5km程度までイメージング

された。これを基に、地表の活断層に連続する断層面の傾斜が東傾斜75°程度であると推定

した。また、岡田測線では、城山丘陵の東縁付近を限る西傾斜の逆断層が深さ200ｍ程度まで

イメージングされた。断層面の傾斜は西傾斜40°ないし45°であり、浅部で松本盆地東縁断

層南部と接合する位置関係にある。そのため、これらの西傾斜の逆断層は、松本盆地東縁断

層南部のバックスラストとして解釈され、独立した震源断層としては挙動しない可能性が示

唆された。 

 連動確率の試算は変位履歴の信頼性に大きく依存することから、地震時変位量とイベン

トの年代をさらに精緻に復元していく必要がある。特に、神城断層の木崎湖南方地点におい

ては現時点の変位履歴から判断して、時間的クラスタリング（活動の集中期）や連動型地震
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と非連動型地震の頻度分布がバイモーダルで生じている可能性もあり、それらを考慮した発

生確率の評価方法も考案していく必要がある。また、断層の地下形状については、他の研究

項目ともさらに連携を深め、より現実的かつ信頼性の高い断層形状を多測線で明らかにして

いく必要がある。 
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３．２ 速度構造不均質を考慮した精密震源決定 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 速度構造不均質を考慮した精密震源決定 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

研究グループ長 

主任研究員 

今西 和俊 

内出 崇彦 

 

(c) 業務の目的 

近年観測された余震等を精密に再決定し、不均質を考慮した三次元地震波速度構造モデルを構築

する。微小地震解析によりメカニズム解を決定し、断層形状を推定する。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 平成 29年度： 

糸魚川－静岡構造線断層帯における地震波速度構造モデルの先行研究をレビューし、当該

地域で震源決定を行うに際して適切な速度構造モデルの検討を行った。また、当初計画には

入っていなかったが、2017 年 12 月６日に長野県中部で発生した地震（Mj5.3）とその余震に

関して震源決定とメカニズム解推定を行い、松本盆地東縁断層帯の深部における活動である

可能性を示した。 

2) 平成 30年度： 

平成 29 年度の検討結果を踏まえた速度構造モデルを用い、2018 年５月 12 日に長野県北

部で発生した地震（Mj5.2）とその余震に関して震源決定とメカニズム解を求め、断層形状

と応力場を推定した。また既存カタログから牛伏寺断層直下の断層形状について考察を行っ

た。 

3) 平成 31年度： 

地震活動の下限が走向に伴って変化する原因について文献調査を行い、断層モデルの下限深

度の設定について検討する。 

 

(2) 平成 30 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

2018 年５月 12 日に長野県北部で発生した地震（Mj5.2）とその余震に関して震源決定とメカニ

ズム解推定を行い、断層形状と応力場を推定した。震源決定およびメカニズム解推定の際には、

平成 29 年度の検討結果を踏まえた速度構造モデルを用いた。また、高精度に推定された既存カタ

ログをもとに、牛伏寺断層直下の断層形状について考察を行った。当初最終年度に予定していた
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糸魚川－静岡構造線全域における応力場推定は、別プロジェクトによる研究が進み、１年前倒し

で完了した。 

 

(b) 業務の成果 

1）2018 年５月 12 日に発生した長野県北部の地震（Mj5.2）の解析 

2018年５月12日の10時 29分、長野県北部で深さ11kmを震源とするMj5.2の地震が発生した。

この地震は 2014 年長野県北部の地震（Mj6.7）の余震域の南部で発生した地震であり、地震調査

研究推進本部地震調査委員会（2015）の区分けに従うと、糸魚川－静岡構造線の北部区間に該当

する（図１）。また、図２に気象庁によるＰ波初動解 （https://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/

data/mech/ini/fig/mc20180512102930.html，2019 年３月 15 日確認）、CMT 解 （https://www.da

ta.jma.go.jp/svd/eqev/data/mech/cmt/fig/cmt20180512102930.html，2019 年３月 15 日確認）、

防災科学技術研究所の F-net 解 （http://www.fnet.bosai.go.jp/event/tdmt.php?_id=20180512

012800&LANG=ja，2019 年３月 15日確認）、本報告による推定解（後述）を示す。いずれもやや横

ずれ成分を含む逆断層型の解である。メカニズム解の一つの節面は南北に近い走向を持ち、直近

の神城断層の地表トレースの走向と調和的である。以下では震源決定、メカニズム解推定、応力

場推定を行った結果について報告する。 

 

・震源決定 

解析には、本震の震央から概ね 50km 以内にある防災科学技術研究所の Hi-net、気象庁、東京

大学地震研究所の観測点の地震波形データを使用した（図３(a)）。本震の波形例を図４に示す。

解析対象とする地震として、2018 年５月 12 日から 2018 年８月 31 日までに発生し、気象庁一元

化震源カタログに含まれる 20km 以浅、マグニチュード 0.5 以上の 106 個を選んだ。これらの地

震の震央を図３の緑の丸で示す。昨年度の検討を踏まえ、震源決定においては２つの一次元速度

構造（図３(b)）を仮定した。各観測点においてどちらの速度構造を適用するかについては、全観

測点について同じ速度構造を使用して震源決定したときの走時残差や Panayotopoulos et al. 

(2014)の浅部構造を参考にして決定した。Ｐ波・Ｓ波の走時とＰ波初動極性は、WIN システム（卜

部・束田，1992）を用いて全て手動検測した。 

震源決定は hypomh（Hirata and Matsu'ura, 1987）による震源決定と観測点補正値の決定を逐

次的に行い、走時残差の RMS 値の変化が見られなくなった３回目の結果を最終解とした。最終的

な走時残差の RMS 値は、Ｐ波は 0.15 秒から 0.05 秒へ、Ｓ波は 0.28 秒から 0.14 秒へ減少した。

推定誤差は平均して水平方向に 103ｍ、鉛直方向に 152ｍと見積もられる。この時の震源決定の結

果を図５の赤丸で示す。気象庁一元化震源（黒丸）と比較すると、震源がより集中するようにな

る。また、速度構造の不均質を考慮した結果、震央分布が全体にやや東に移動する傾向がみられ

る（図５(a)）。断面図を見ると、気象庁一元化震源では不明瞭であったが、70°で東傾斜する面

状分布が確認できる（図５(b)）。この面状分布の走向と傾斜角は気象庁、防災科研、本報告によ

るメカニズム解（後述）の傾斜角（図２）と基本的に調和的である。活断層の地表トレースは図

５(b)の x=-4km あたりに位置する。地表トレースとの位置関係から、断層形状は傾斜が浅部で緩

くなると推定される（図５(b)の青の点線）。 
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図６に 2014年長野県北部の地震（Mj6.7）の余震分布（Imanishi and Uchide, 2017）と本報告

で推定した 2018 年の活動の震源分布を比較する。2014 年の解析では、図３(b)と同じ速度構造を

用いている。2018 年の活動は断面 f に含まれており、その分布は 2014 年の地震の余震分布と調

和的である。2018 年の地震は、2014 年の地震の時に壊れ残した場所で発生したと推定される。 

 

・メカニズム解推定 

今西ほか（2013）に従い、Ｐ波初動の押し引きデータに加えてＰ波とＳ波の振幅値も同時に使

い、メカニズム解を決定した。震源決定した地震のうち、Ｐ波初動の押し引きデータが 15 個以上

ある地震に対して上記手法を適用し、最終的に 84 個のメカニズム解を推定した。推定できた最小

の地震は Mj 0.5 であり、メカニズム解と同時に推定されるモーメントマグニチュードは 1.3 とな

った。図７に推定されたメカニズム解の空間分布を示す。本震のメカニズム解については図２に

も示している。Flohlich (1992)の定義に従うと、ほとんどの地震が逆断層成分と横ずれ成分の両

方を持つタイプの地震である。図８(a)に全ての地震のＰ軸、Ｂ軸、Ｔ軸を下半球投影（等積投影）

で、図８(b)にＰ軸とＴ軸の方位分布を地図上に示す。概ね北西－南東圧縮で特徴づけられる。 

 

・応力場推定 

 本報告で推定したメカニズム解に Michael（1984，1987）の応力テンソルインバージョン法を

適用し、応力場の推定を行った。図９に推定結果を示す。最大主応力𝜎"はほぼ水平面内に作用し、

北西－南東方向を示す。中間主応力𝜎#と最小主応力𝜎$はいずれも鉛直、水平面からずれている。

これは、この地域が逆断層と横ずれの共存する場であることを意味している。最適解に対するミ

スフィット角（最適解から計算されるせん断応力方向とメカニズム解のすべり方向の間の角度）

のヒストグラムを図９(b)に示す。ミスフィット角の平均値は 2.7°であり、対象領域は均一の応

力場で説明できることがわかる（Michael, 1991）。最適解の応力比φは 0.5 と推定された。 

 

2）既存地震カタログによる牛伏寺断層の断層形状の考察 

2002 年 10 月に牛伏寺断層でまとまった地震活動があった（気象庁，2002）。最大マグニチュー

ドは 2.8 である。図 10(a)に気象庁一元化カタログの震源分布を示すが、牛伏寺断層の直下で鉛

直方向に分布している特徴が確認できる。活断層としての牛伏寺断層の断層面は、この地震活動

や牛伏寺断層の運動センスが左横ずれであることを考慮し、高角傾斜の断層であると推定されて

いる（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2015）。Yano et al.（2017）は hypoDD（Waldhauser 

and Ellsworth, 2000）を使い、高精度な震源カタログを作成した。このカタログには 2002 年 10

月の活動も含まれており、その分布を図 10(b) に示す。気象庁一元化カタログに比べると鉛直方

向の分布が目立たなくなるものの、それでも鉛直な分布を示すことに変わりはない。精度の高い

震源分布からも、この地震活動は牛伏寺断層の高角な断層面に沿った活動であると考えられる。 

図 11 に地震活動から地下の断層形状を拘束できた場所を示す。2014 年長野県北部の地震の余

震分布（Imanishi and Uchide, 2017）、2017 年 12 月の長野県中部の地震の余震分布（文部科学

省研究開発局・国立研究開発法人産業技術総合研究所，2018）、2018 年５月の長野県北部の地震

の余震分布（本報告）、さらには前述の既存カタログからの考察した 2002年 10 月の地震活動の余
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震分布である。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 昨年度の検討結果を踏まえた速度構造モデルを用い、2018年５月12日に発生した長野県北部の地

震（Mj5.2）の震源決定とメカニズム解決定を行った。余震分布は約70°の高角東傾斜を示し、2014

年長野県北部の地震の余震分布の傾向と調和的であった。2018年の地震は、2014年の地震で壊れ残

した場所で発生したと予想される。活断層の地表トレースとの位置関係から、傾斜角は浅部で緩く

なると推定される。本震、余震のメカニズム解から推定される応力場は北西－南東圧縮の横ずれ成

分を含む逆断層場を示す。牛伏寺断層に関しては、既存カタログから断層形状を考察した。この断

層直下では2002年10月に特徴的な地震活動が発生しており、hypoDDを用いた精密震源結果からも活

断層としての牛伏寺断層は、高角傾斜であることが支持された。 

断層モデルの設定においては、断層の下限を何kmにするかも重要である。それには定常的に発生

している地震活動の下限深さが鍵となるため、次年度では地震活動の下限が走向に伴って変化する

原因について文献調査を行う予定である。 

 

謝辞：気象庁一元化震源カタログを使用させて頂きました。波形解析においては、防災科学技術

研究所 Hi-net、気象庁、東京大学地震研究所の定常観測網のデータを利用しました。図は Generic 

Mapping Tools（Wessel and Smith, 1998）で作成しました。 
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図１ 2018 年５月 12 日に発生した長野県北部の地震（Mj5.2）の震央（赤丸）。地震調査研究推進

本部 地震調査委員会（2015）の図２－１に加筆。 
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図２ 2018 年５月 12 日に発生した長野県北部の地震（Mj5.2）のメカニズム解。左から順番に気

象庁のＰ波初動解、CMT 解、防災科学技術研究所の F-net 解、本研究の推定解を示す。気象庁 CMT

解と F-net 解はベストダブルカップル解を示す。ビーチボールの下に、南北走向に近い節面の走

向、傾斜角、すべり角を示す。 
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図３ (a) 解析対象の地震（緑の丸）と観測点分布（四角）。黒線は中田・今泉（2002）による活

断層線。背景の地形図は国土地理院の数値標高モデル（50m メッシュ）。(b) 速度構造モデル。a

の青の観測点には青色の速度構造を、赤の観測点には赤色の速度構造を仮定する。Ｓ波速度はＰ

波速度の1/√3と仮定した。 
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図４ 2018 年５月 12 日に発生した長野県北部の地震（Mj5.2）の本震の観測波形例（上下動成分）。

振幅値は各観測点の最大値により規格化している。 
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図５ 震源決定結果。黒丸は気象庁一元化震源、赤丸は本研究による結果を示す。(左)震央分布。

黒線は中田・今泉（2002）による活断層線。背景の地形図は国土地理院の数値標高モデル（50m

メッシュ）。(右)東西断面図。青点線は地表トレースとの位置関係から推定した浅部の断層形状。 
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図６ 2014 年長野県北部の地震の余震分布（Imanishi and Uchide, 2017）（青）と本研究で決定

した 2018 年長野県北部の地震の余震分布（赤）。黄色の星は 2014 年長野県北部の地震の本震。 
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図７ 推定された発震機構解。逆断層成分、横ずれ成分、正断層成分それぞれの強さの比率に応じ

てビーチボールの色分けをしている。Flohlich（1992）の三角ダイアグラムをカラー表示したも

のを下に示す。三角ダイアグラム上でのそれぞれの地震の位置を白丸で示す。ビーチボール（等

積投影の下半球投影）の大きさはモーメントマグニチュード（Mw）に比例する。黒線は中田・今

泉（2002）による活断層線。 
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図８ (a)Ｐ軸、Ｂ軸、Ｔ軸の分布（等積投影の下半球投影）。(b) plunge 角が 30 度以下の地震

のＰ軸およびＴ軸方位分布。黒線は中田・今泉（2002）による活断層線。 
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図９ 応力テンソルインバージョン結果。(a) 主応力軸の最適解と 95％信頼区間（等積投影の下

半球投影）、(b) 最適解に対するミスフィット角（最適解から計算されるせん断応力方向と発震機

構解のすべり方向の間の角度）のヒストグラム、(c)95%信頼区間に含まれる応力比 φのヒストグ

ラムをそれぞれ示す。 
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図 10 牛伏寺断層周辺の震源分布。2002 年 10月の地震活動を赤丸で、2001 年１月から 2012 年

12 月までの地震活動を灰色の丸で示す。(a) 気象庁一元化カタログ、(b) JUICE カタログ（Yano et 

al., 2018）。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
91 

 

 

 

 

 

図 11 地震データから断層形状を推定した領域。 
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３．３ 三次元有限要素法（FEM）による断層モデルの高度化 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 三次元有限要素法（FEM）による断層モデルの高度化 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 主任研究員 竿本 英貴 

 

(c) 業務の目的 

糸魚川-静岡構造線断層帯を対象として、複雑な断層形状を反映させた三次元有限要素解

析を実施し、断層面の相互作用を考慮した上で断層変位分布を明らかにする。すなわち、サ

ブテーマ１で得られる断層面情報およびサブテーマ２で得られる広域応力場情報を入力とし、

複数のシナリオについて断層変位分布を検討する。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 平成 29 年度： 

糸魚川-静岡構造線断層帯への適用を念頭において、複数の断層面を取り扱うこと

ができる有限要素解析プログラムのプロトタイプを構築した。また、松田式を断層面

上物性に反映させることにより、変位解析の信頼性を向上させる工夫を施した。 

2) 平成 30 年度： 

主としてサブテーマ 1 で得られる予定の断層面の地下形状に関する情報を解析プ

ログラムに取り込み、断層帯の三次元有限要素メッシュを生成した。対象地域は、糸

魚川-静岡構造線断層帯の北部区間および中北部区間とした。 

3) 平成 31 年度： 

中南部区間についても有限要素メッシュを生成するとともに、全業務期間を通じ

て作成した有限要素メッシュについて変位解析を実施し、断層面周辺の変位分布お

よび断層面間の相互作用を明らかにする。また、得られた結果のまとめを行う。 

  

(2) 平成 30 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

活断層周辺で地震時に地表で生じる変状を数値解析等の手法で予測することは、変状が

社会基盤施設に与える影響を考察する上で重要である。変形予測では、断層面形状、地下

構造、広域応力場、岩盤材料特性、松田式に代表されるスケーリング則など様々な情報を

積極的に統合・活用することが肝要である。 

平成30年度における業務は、サブテーマ１およびサブテーマ２の結果が得られるまでの

年度の前半における業務と、サブテーマ１および２の情報を得た後の年度の後半における

業務に分けられる。年度前半では、中北部区間の牛伏寺断層周辺に推定されているスリッ
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プパーティショニングを念頭において、有限要素解析によってスリップパーティショニン

グが発生しやすい条件について検討し、スリップパーティショニングが積極的に生じる断

層形状および最大主応力の方位を明らかにした。年度後半では、平成29年度に作成したス

ケーリング則（松田式）を組み込んだ有限要素解析手法を糸魚川-静岡構造線断層帯の北部

区間および中北部区間に適用する際に必要となる断層帯の三次元有限要素メッシュを生成

した。断層面の位置および幾何学形状は、サブテーマ１の調査結果から得られた最新の知

見を、また、北部区間・中北部区間における広域応力場はサブテーマ２の応力解析結果か

ら得られた最新の知見をそれぞれ反映させた。最新の知見を反映させた有限要素モデルに

ついて、最大主応力の方位についてのパラメトリックスタディーを実施し、最大主応力の

方位をN60°Wと設定することで、既往の調査結果から得られている断層変位のセンスと整

合することを確認した。並行して、変位量について調査結果とシミュレーション結果の定

量的な比較も実施した。結果、シミュレーションから得られる変位量は現地調査結果に比

べて小さいことが確認された。この差異をなるべく小さくするため、なめらかな断層面を

作成する等の試みを実施し、より現実を模擬するための検討を加えた。 

 

(b) 業務の実施方法 

本年度前半におけるスリップパーティショニングについての発生条件検討および年度

後半の北部区間・中北部区間の断層帯に関する変形シミュレーションの両方について、平

成29年度に開発したスケーリング則（松田式）を組み込んだ有限要素解析手法を用いる。

本手法は、複数のシナリオを検討するために１回のシミュレーションにかかる計算時間を

可能な限り短くしていること、断層面上の物性にスケーリング則（松田式）を組み込み、

現実的な変位分布が実現される工夫を施していることが特徴である。なお、シミュレーシ

ョンに関する一連の手続きは、汎用有限要素解析プログラム（COMSOL Multiphysics, ver.

5.4）上で実装した。 

 

(c) 業務の成果 

1) FEM を用いたスリップパーティショニング発生条件についての検討 

i) スリップパーティショニングに関する既往研究 

断層変位のスリップパーティショニングは、図１に示す模式図によって説明されること

が多い。すなわち、大局的には断層面上に斜めずれが生じると考えられる状況で、縦ずれ

が一方の断層面に、横ずれが並走するもう一方の断層面にそれぞれ生じて大局的な斜めず

れを解消すると考えられている。また、スリップパーティショニングの事例として、国内

では 2016 年熊本地震の地表地震断層の一部(西原村)でスリップパーティショニングが地

表踏査によって確認されており（Toda et al.，2016）、この地点では右横ずれ（変位量：

約 1.5ｍ）を伴う主断層と並走するように北西落ちの正断層（変位量：約 2.0ｍ）が分布す

ることが報告されている。この他、国内では、糸魚川—静岡構造線活断層系の牛伏寺断層お

よび松本盆地東縁断層のずれ変位関係がスリップパーティショニングで説明できるとする

報告等（Ikeda et al.，2004；松多・他，2007）がある。国外では、米国 Owens Valley で
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の調査結果（Wesnousky and Jones，1994）および中国での Kokoxili 地震（2001 年）に対

する調査結果（King et al.，2005）など、数例報告されている。なお、Toda らの報告と

King らの報告は地表地震断層調査に基づいており，縦ずれと横ずれの同時出現が確認され

ている。一方、Wesnousky and Jones（1994）の報告では現地にて同時出現が確認されたわ

けではなく、活断層形態および地質調査に基づくスリップパーティショニングの推定であ

る。また、Ikeda et al.（2004）の報告と松多・他（2007）の報告は、ともに反射法地震

探査結果から想定される断層面配置についてスリップパーティショニングを推定している

ものであり、これらについても同時出現が地震時に確認されているわけではない。以上の

ように、断層変位のスリップパーティショニングの事例数は、正・逆断層や横ずれ断層単

体の事例数に比べて極端に少ないため、スリップパーティショニングに対する知見や現象

把握の程度は個別の逆断層や横ずれ断層の水準に達していないと考える。このような事情

のため、スリップパーティショニングについて考察することは、一定の新規性を有する。

また、実際に熊本地震時に発生したと推察されていることから、地震防災の観点からも一

定の意義があると考える。 

断層変位のスリップパーティショニングに関する数値シミュレーションは、国内におい

て筆者の知る限り実施されていない。一方、国外で有限要素法に基づく弾塑性解析事例が

一例（Bowman et al.，2003）ある。Bowman et al.（2003）の研究では、San Andreas 断

層とその周辺に存在する断層についての実際の変位様式およびチベット北東部の Haiyuan

断層とその周辺に存在する断層についての実際の変位様式の各ケースについて，弾塑性解

析から得られる変位様式と比較する程度にとどまっており，スリップパーティショニング

の発生条件については言及されていない。以上のように、数値シミュレーションの分野に

図１ 断層変位のスリップパーティショニングの模式図 

（竿本，2019 より引用） 
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おいては、断層変位のスリップパーティショニングの事例数が少ないためか、これまでに

解析の対象とされてこなかった。 

 

ii) スリップパーティショニング発生条件探索のための問題設定 

 ここでは並走する２枚の断層面（これらは地下では一体化する）の傾斜角、２面が一体

化する深さ、広域応力場の最大主応力方位をそれぞれ変化させ、スリップパーティショニ

ングが発生しやすいパラメータの組を探索するとともに、得られたパラメータの組に対す

る断層面上のずれ変位および地表での変位様式ついて議論する。スリップパーティショニ

ングの組み合わせとして、「逆断層と横ずれ断層の組み合わせ」および「正断層と横ずれ断

層の組み合わせ」が考えられるが、ここでは牛伏寺断層と松本盆地東縁断層で推定されて

いる「逆断層と横ずれ断層の組み合わせ」について検討する。 

 問題設定として、図２(a)に示すように、80km×80km×40km の直方体（ヤング率：45GPa、

ポアソン比：0.3）の内部に、スリップパーティショニングの模式図（図１）にある逆断層

を想定した断層面１と横ずれ断層を想定した断層面２の２つの断層面からなるｙ-字型の

断層面を作成した。直方体の解析領域には、広域応力場を簡略化した２軸圧縮状態を設定

しており、最大主応力σ1 および中間主応力σ2 をそれぞれσ１=30MPa，σ２=10MPa とした。

なお、最大主応力の大きさ 30MPa は、野島断層の地下 1000ｍでの応力値 30MPa（池田・他，

2001）を参考とした。なお、最大主応力の作用方向θはパラメータであり、ｘ軸方向から

反時計回りに０°から 90°まで 15°刻みで変化させている(図２(b))。 

ｙ字型の断層面を拡大したものが、図３である。今回、断層面１(逆断層を想定)および

断層面２(横ずれ断層を想定)の傾斜角(φ1, φ2)はパラメータとしてそれぞれ変化させる。

結局のところ、パラメータは「最大主応力の方位θ」、「断層面の交点を規定する長さΔ」、

「断層面１の傾斜角φ1」、「断層面２の傾斜角φ2」の４つとなる。各パラメータの取りう

る数値をまとめたものが、表１である。すべてパラメータについて総当たり計算を行うが、

図２ スリップパーティショニング発生条件探索のための問題設定 

（竿本，2019 より引用） 
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φ1=90°の場合はφ2 の範囲は 75°までとした。なお、４つのパラメータの組み合わせ総数

は、784 ケースとなる。スリップパーティショニングは、一方の断層面の傾斜角が 90°と

想定される場合が多いようであるが、今回は傾斜角 90°に限らず様々なケースについて検

討する。これら４つのパラメータに加え、有限要素解析では地殻のヤング率、ポアソン比、

断層面上の法線方向剛性および接線方向剛性が必要となる。これらの数値をまとめたもの

が表２である。なお。断層面上の法線方向剛性については母岩と同程度となるように、接

線方向剛性については、松田式（松田，1975；松田・他，1980）を近似的に満たすように

それぞれ設定している。断層面上剛性の設定の詳細については、既発表の文献（竿本，2018）

を参照されたい。 

 図４に、Δ=10km、φ1=45°、φ2=60°と設定した場合の有限要素メッシュを示す。直方

体は約 10 万個の４面体２次要素で作成している。また、各断層面は 500ｍピッチの３角形

２次要素で分割することで作成している。一連のパラメトリックスタディーでは、４つの

逆断層を想定

横ずれ断層を想定

図３ ｙ字型の断層形状を規定する３つのパラメータ(φ1, φ2, Δ) 

（竿本，2019 より引用） 

パラ メ ータ 名 数値

最大主応力方位 θ(°) 0, 15, 30, 45, 60, 75, 90

断層分岐位置 Δ (km ) 5, 10, 15, 20

断層面1の傾斜角 φ1 (°) 30, 45, 60, 75, 90

断層面2の傾斜角φ2 (°) 30, 45, 60, 75, 90, 100

パラ メ ータ 名 数値

地殻のヤング率 (GPa) 45

地殻のポアソ ン比 (-) 0.3

断層面上の法線方向剛性
(N/(m ・ m ^2))

1.21×10^11

断層面上の接線方向剛性
(N/(m ・ m ^2))

1.04×10^7

表１ パラメータθ, Δ, φ1, φ2 の 

取りうる範囲 

表２ 地殻および断層面の物性 



 

 97 

パラメータ(θ、Δ、φ1、φ2)をセットすると自動的にパラメータを反映させた有限要素メ

ッシュを作成するが、断層面はパラメータの数値によらず常に 500ｍピッチの３角形２次

要素で分割する設定とした。なお、一連の有限要素解析は、汎用工学シミュレーションソ

フトウェア COMSOL Multiphysics®（ver.5.4）上で実装・実行した。 

 

iii) スリップパーティショニング強度の定義 

本報告では、スリップパーティショニングの強弱と先に示したパラメータの関係を議論

することが重要である。したがって、シミュレーション結果を示す前にスリップパーティ

ショニングの強弱の程度を示す指標を定義しておく。定性的ではあるが、断層面１で一定

レベル以上のずれ変位が算出されたとしても、断層面２でずれ変位がほとんど生じていな

ければ、断層面１のみが活動したように見えるため、スリップパーティショニングは生じ

ていないと考える。また、最大主応力をｘ軸に沿って設定した場合も断層面１と２はとも

に逆断層となるため、この場合においても逆断層と横ずれのスリップパーティショニング

が生じたとは言えない。以上の考えの下、ここでは断層面１の平均ずれ変位ベクトルのｚ

方向成分と断層面２の平均ずれ変位ベクトルのｙ方向成分の積を、スリップパーティショ

ニングの強度を示す指標 Isp として次の式で定義する。 

Isp =|d1z||d2y|                                  (1) 

ここで、d1z は断層面１上の平均ずれ変位ベクトルのｚ方向成分を、d2y は断層面２上の平

均ずれ変位ベクトルのｙ方向成分を表している。本報告では、この指標 Isp の値が大きけ

れば大きいほどスリップパーティショニングが生じやすいと考える。以下では、今回定義

したスリップパーティショニング強度 Isp と各パラメータの関係性について議論する。 

 

iv) スリップパーティショニング強度と各パラメータの関係性について 

 図５に、スリップパーティショニング強度 Isp と断層面形状を規定する各パラメータに

ついての関係性を示す。各パラメータの意味は図２および図３に示すとおりであり、それ

ぞれ、θ:最大圧縮応力の作用方向、Δ:２つの断層面の交差点を規定する距離、φ1:断層

図４ 作成した有限要素メッシュの一例（Δ = 10 km, φ1 = 45°, φ2 = 60°） 

（竿本，2019 より引用） 
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面１の傾斜角、φ2:断層面２の傾斜角である。図５の(a)から(d)の各図より、単一パラメ

ータを固定したとしても、他のパラメータとの組み合わせによって Isp は大きく変化する

ことがわかる。なお、各図には 784 ケース全てについてプロットしている。Isp とθの関

係(図５(a))および Isp とφ1 の関係(図５(c))では、ピーク位置が他のパラメータに比べ

て明確であり、今回検討したパラメータの中では感度が高いと言える。一方、Isp とΔの

関係(図５(b))は明瞭なピークが確認できない上、Δの違いによって Isp の分布形態がほ

とんど変化していないため、感度が低いと言える。Isp とφ2 の関係(図５(d))では、φ2 は

Isp に対して一定の感度があるが、φ1 ほど急峻なピークを有していないことがわかる。ま

た、各関係から、θが 30°または 45°の場合かつφ1 が 45°～60°の範囲かつφ2 が 75°

～100°の範囲である場合に Isp が大きくなることが予想される。 

図５ スリップパーティショニング強度 Isp と各パラメータとの関係性 

（竿本，2019 より引用） 
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 図６は、各パラメータの Ispに対する回帰木を描いたものであり（作図には Scikit-learn

と Graphviz を利用）、数値シミュレーション全ケースから得られた Isp を効率的に説明す

るにはどのパラメータについてどのような分岐を設定すれば良いかということを視覚的に

確認することができる。なお、ここでは Isp がほぼゼロとなるθ=０°およびθ=90°のケ

ース（全 224 ケース）を除いている。ツリー構造の上部にあるパラメータほど Isp につい

ての寄与度が大きいと言えるため、回帰木は図５で示した Isp と各パラメータの感度の表

現方法の一つと考える。図６より、まずはφ1 が 82.5°よりも小さいかどうかについて分

けることで、効率的に Isp を分類可能となる。ここでの効率的な分岐の設定とは、分岐後

の各グループについて平均二乗誤差（mean squared error: mse）を求め、mse の合計が最

小となるように設定する。なお、誤差はグループの平均値を真値とした場合に対する誤差

を指す。また、分岐のしきい値（φ1≦82.5°の 82.5°）は，パラメトリックスタディーの

刻みの中間値となっており、より正確な分岐のしきい値が必要な場合はパラメトリックス

タディーの刻みを細かくする必要がある。Isp の平均値が大きくなる集団（最下段左から

2 番目、mse：0.006、サンプル数：256、Isp の平均値：0.229）は，φ1≦82.5°True→θ≦

67.5°True→φ2≦52.5°False→というパスを経てグルーピングされており、φ1、θ、φ

2 の順で寄与度が大きいことがわかる。なお、Δについては Isp が大きくなる集団を選定

する際には現れておらず、φ1、θ、φ2 に比べて寄与度は小さいと言える。回帰木を用い

た検討からも図５の目視から得られた感度と同じ結果をより体系的に得ることができた。

今回のパラメトリックスタディーより、θが 30°程度、φ1 が 60°程度、φ2 が 90°程度

となるとき、スリップパーティショニング強度が大きくなることが示された。 

 

v) 縦ずれと横ずれの変位量比 

 各断層面上で平均的なずれ変位量が算出されているため、縦ずれ量と横ずれ量の比を求

めることができる。地表地震断層の現地調査では縦ずれと横ずれの変位量が計測されるた

図６ 各パラメータの Isp に対する回帰木（3 階層） 

（竿本，2019 より引用） 
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め（例えば Toda et al.，2016；縦ずれ：約 2.0ｍ、横ずれ：約 1.5ｍ）、今回得られた計

算結果についてもこれらを整理しておくことは重要である。また、ずれ変位量はトレンチ

調査で得られる平均変位速度と関連するため、この観点からも変位量を整理しておく意義

がある。表３に、Isp が大きい上位 30 位について、断層面上での平均変位量の成分および

それらの比を示す。ここで、v1z は断層面１上での平均変位ベクトルのｚ方向成分であり、

縦ずれ変位量に相当する。また、v2y は断層面２上での平均変位ベクトルのｙ方向成分で

あり、横ずれ変位量に相当する。なお、断層面上の平均ずれ変位量の大きさについては、

松田式に基づいて剛性を決定しているため、各断層面上でのずれ変位ベクトルのノルムは

1.0ｍ程度（断層長 10km の約 1/10000）となる。表１より、スリップパーティショニング

強度が大きいケースの多くについて、横ずれ変位量と縦ずれ変位量の比は 0.8 から 0.9 の

範囲内にあることがわかる。変位量の比が 1.0 を上回る場合がいくつかあるが、これらの

ケースでは、θ=45°という共通事項がある。θ=45°の場合はｙ方向に沿って鉛直に配置

された断層面２について理想的な横ずれを生じさせやすい応力状態であるため、横ずれ変

表３ Isp の上位 30 位についての断層面上平均ずれ変位量および変位量の比（横/縦） 

（竿本，2019 より引用） 
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位量と縦ずれ変位量の比が 1.0 を上回るものと解釈できる。断層面２に横ずれを積極的に

生じさせるパラメータの組み合わせが最もスリップパーティショニングを生じさせる組み

合わせではないことに留意されたい。 

 本研究で得られた縦ずれと横ずれの変位量の比に関する知見は、現地調査時にスリップ

パーティショニングが疑われる場合に、スリップパーティショニングかどうかを判断する

ための基礎情報として活用できると考える。 

 

vi) 断層面上のずれ変位分布 

 図７は、Δ=10km、φ2=90°のケースにおいてスリップパーティショニング強度 Isp をθ

（横軸）とφ1（縦軸）の関数として示したものであり、色は Isp の大きさを示している。

これまでに示したように、θ=30°，φ1=60°周辺で Isp が大きくなっているのが確認でき

る。紙面の都合上、全 784 ケースについての断層面上ずれ変位分布および地表での変位分

布を示すことは困難であるため、ここではΔ=10km かつφ2=90°のケースのうち、φ1=60°

に固定してθを変化させた際の断層面上のずれ変位分布および地表での変位分布を示す

（図７の黄色破線内のケース）。 

 図８に、図７の黄色破線内のケースに対応する断層面上でのずれ変位分布を示す。図８

(a)は、断層線に直交する方向に最大圧縮軸が配置される（θ=0°）ため，傾斜角が 90°で

ある断層面２においては、ほとんど変位を生じていない。他方、断層面１では横ずれ成分

が全くない逆断層成分のみが確認できる。θを増加させるにつれて、断層面２で横ずれ成

分が増加していく様子がわかる。一方、断層面１上では逆断層成分のみであった状態から

横ずれ成分が生じ、結果として断層面１において斜めずれが確認されるようになる。なお、

θ=45°時に断層面２上での横ずれ成分が最大となる。ただし、スリップパーティショニン

グ強度 Isp が最大となるのは、θ=30°（図８(c)）の場合である。また、図８(b)から図８

(f)における断層面１および断層面２の横ずれのセンスは同じであり、両断層ともに「右横

図７ Δ=10km、φ2=90°のケースにおける Isp とθおよびφ1 の関係 

（色は Isp の大きさ（ｍ2）を表す。竿本, 2019 より引用） 
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ずれ」となる。なお、スリップパーティショニングの特徴の一つと考えられている変位の

分担については、断層面間の距離が小さい場合（～２km）に顕著に見られた。変位量の分

担状況や断層面間の相互作用の詳細については、別の機会に報告したい。θを変化させる

図８(a)から図８(f)の一連の結果は、主応力軸をｘ-ｙ面内で回転させた場合そのもので

あるが、主応力回転が断層面上の変位の方向・大きさに影響を及ぼしていることは明らか

である。この結果は、仮に断層面形状および地表でのずれ分布が確定した場合に、断層面

図８ 断層面上ずれ変位の分布様式（竿本，2019 より引用） 

（Δ=10 km、φ1=60°、φ2=90°、色は変位（ｍ）の大きさを表す） 
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周辺の最大圧縮主応力の方向を逆問題として推察可能となることを示唆している。一般に、

断層面周辺の応力場を高い精度で取得することは困難であるため、主応力を回転させるな

どのパラメトリックスタディーは社会基盤施設への断層変位の影響を考察する上で一定の

意義があると考える。 

これまでのパラメトリックスタティーより、φ1=60°、φ2=90°、θ=30°付近でスリッ

プパーティショニング強度 Isp が大きくなることがわかっている（図７）。しかしながら、

パラメトリックスタディーではパラメータの刻みの大きさ程度の精度までしか考察するこ

とができないため、最も Isp が大きくなるパラメータの組は探索できていない。これに対

し、図９はΔ=10km のケースについて、最適化解析（ベイズ最適化）を用いて Isp を最大

化するパラメータの組を探索した結果を示している。φ1=54.5°、φ2=86.3°、θ=33.8°

のとき、Isp の最大値 0.403ｍ2 が得られた。パラメトリックスタディーで得られた Isp の

値 0.38に対して約 1.06倍となっており、よりスリップパーティショニング強度が大きい。 

今回の取り組みでは主応力の回転のほか、多くのパラメータの組について断層面上ずれ

Θ = 33.8°φ2 =  86.3°

φ1 =  54.5°

Isp = 0.403 m ^2

図９ Isp が最大となるときのパラメータ（φ1=54.5°、φ2=86.3°、θ=33.8°） 
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変位と地表での変位様式等、実に多くの情報を得ることができた。しかしながら、得られ

た全ての情報を効率的に活用できたとは言い難い。多くの結果を効率的に解析・解釈し、

重要な知見・特徴を抽出するためのデータマイニング手法について今後検討する必要があ

る。 

 

vii) スリップパーティショニング発生条件探索についてのまとめ 

 逆断層と横ずれ断層の組合せについて、スリップパーティショニングが発生しやすいと

考えられる条件を有限要素法によって探索した。得られた結果は以下のとおりである。 

１．断層面上の平均ずれ変位を用いてスリップパーティショニング強度を定義した。 

２．スリップパーティショニング強度が大きくなるパラメータの組を見出した。 

（θ=30°、φ 1=60°、φ 2=90°） 

３．スリップパーティショニング強度に対する各パラメータの感度に関する知見を得た。 

（φ1 とθの感度が高い） 

４．断層面上の縦ずれ変位量と横ずれ変位量の比を調べた結果、スリップパーティショニ

ング強度が大きいケースのほとんどは、その比が 0.8 から 0.9 程度であった。 

 

2) 糸魚川―静岡構造線断層帯の北部区間・中北部区間の断層面モデルの作成および

FEM による変形解析 

i) サブテーマ１とサブテーマ２で得られた知見を統合した断層面モデル 

 図 10 にサブテーマ１および２の知見を統合した断層面モデルの詳細を示す。北部区間

には神城断層および松本盆地東縁断層北部が、中北部区間には松本盆地東縁断層南部－牛

伏寺断層－岡谷断層群および諏訪湖南岸断層群がそれぞれ配置される。神城断層は、図 10

中の断層面①、②、③、④で表されており、断層面①と②からなる神城１、断層面③と④

からなる神城２に細分される。断層面⑤と⑥は松本盆地東縁断層北部を、断層面⑦は松本

盆地東縁断層南部－牛伏寺断層－岡谷断層群に相当する。断層面⑧と⑨は、諏訪湖南岸断

層群をそれぞれ表す。断層面①と②、③と④、⑤と⑥の各ペアは、それぞれ地下でキンク

（折れ曲がりを有する構造）となっており、図 10 下段右の断面図が①と②および③と④の

断面を、図 10 下段中央の断面図が断層面⑤と⑥のペアに対応する断面図である。断層面⑦

から⑨は全ての断層面について傾斜角が 80°であり、地下での断面図は図 10 下段左のと

おりである。いずれの断層面も東落ちであり、各断層面の地下下端の深さは 15km と設定し

ている。地表面における断層線端部の位置はそれぞれ、断層面①（断層長 18.4km）：北端

（36.789079°，137.905755°）－南端（36.664632°，137.849278°）、断層面③（断層長

16.5km）：北端（36.658987°，137.85825°）－南端（36.541295°，137.839537°）、断層

面⑤（断層長 24.6km）：北端（36.531295°，137.85765°）－南端（36.356748°，137.900219°）、

断層面⑦（断層長 42.6km）：北端（36.346517°，137.92048°）－南端（36.057010°，

138.052998°）、断層面⑧（断層長 7.7km）：北端（36.052846°，138.05231°）－南端

（36.008215°，138.093596°）、断層面⑨（断層長 5.0km）：北端（36.008215°，138.09360°）

－南端（35.993147°，138.134708°）である。断層面①の北端から断層面⑨の南端までの

南北方向長さは、約 110km である。ここで、各断層面の色は作成した面を区別するために

色付けしているものであり、色に断層面区別以外の意味はない。以上のように断層線の位

置は緯度・経度で管理しているが、有限要素解析を実施する際には、球面メルカトル座標
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（EPSG3857）に変換した後に適切な点を原点にとって断層面①から⑨が解析モデルのほぼ

中央部に位置するように調整している。 

 

ii) 北部区間・中北部区間に対する有限要素メッシュ 

 図 11 は、図 10 の断層面①から⑨に対する有限要素メッシュを示したものである。東西

150km、南北 150km、深さ方向に 40km の直方体のほぼ中央部に断層面①から⑨をセットし

ている。ｘ-ｙ-ｚ座標の原点は、緯度：36.3921316679°、経度：137.9871225°の地表面

とした。直方体を構成する４面体２次要素の総数は約 52 万、断層面を構成する３角形２次

要素の総数は約２万である。以上の要素数を用いた結果、今回作成した有限要素メッシュ

では、約 226 万元（変位評価点での未知変位の数に相当）の連立一次方程式に帰着する。

N

S

E

W ①

②

③

④

⑤

⑥

⑧ ⑦

⑨

どの断層面も 下端は地下15 km

北部中北部

①

②

⑤

⑥ ③,④も 同じ

⑦ ⑧ ⑨
80° 30°

70°

30°

60°

幅: 15.2 km

上部幅: 4.4 km

下部幅: 13.6 km

上部幅: 5.2 km

下部幅: 14.3 km

W E W E W E

図 10 糸魚川―静岡構造線断層帯 北部区間・中北部区間の断層面モデル 

断層面①、②、③、④は神城断層を、断層面⑤と⑥は松本盆地東縁断層北部を、断層

面⑦は松本盆地東縁断層南部－牛伏寺断層－岡谷断層群を、断層面⑧と⑨は諏訪湖南

岸断層群をそれぞれ示す。 
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ここで、断層面を構成する３角形２次要素は１辺の長さが 500ｍとしており、変位評価は

250ｍ間隔で実施することができる。なお、広域応力場についてはサブテーマ２から最大主

応力方位が「北西－南東」と得られているため、これに対応させる。今回の検討では、東

西方向（ｘ軸方向）から５°刻みで最大主応力軸を時計回りに回転させ、回転角が 60°と

なるまでの各ケースについてパラメトリックスタディー（全 13 ケース）を実施している

（図 11 中のθ）。また、断層面上の接線方向剛性は各断層面の断層線長に対応する剛性値

は松田式を満たすように各断層面について設定している。 

 

iii) 最大主応力方位と断層面上すべり分布の関係について 

 図 12 は、最大主応力の方位θを０°から 60°まで変化させた場合の断層面上すべり分

布を示したもので、色はネットスリップの大きさを表している（青:０ｍ，赤：2.5ｍ）。θ

が増加するにつれて、各断層面上でのすべり分布が様々に変化していることが見て取れる。

とりわけ、断層面⑦（松本盆地東縁南部－牛伏寺－岡谷断層群）上でのすべり変位分布の

変化は顕著であり、θ=60°の場合に変位レベルが著しく小さくなることがわかる。牛伏寺

断層における調査結果から、左横ずれが大変卓越していることがわかっている（例えば、

近藤・他，2006）ため、横ずれレベルが小さいθが０°のケースおよび 60°のケースは最

大主応力の方位としては不適切であると考える。左横ずれセンスが最大となるθ=30°の

ケースを拡大表示したものが、図 13 である。図 13 に対するずれ変位分布において、以下

に挙げる３点からθ=30°のケースが糸魚川―静岡構造線断層帯の北部区間・中北部区間

での最大主応力方位として適切であると考える。(1) 牛伏寺断層を含む断層面⑦において

図 11 糸魚川―静岡構造線断層帯 北部区間・中北部区間に対する有限要素メッシュ 

150 km
150 km

40 km

N

S
E

W 経度： 137.9871225，
緯度： 36.3921316679 を
(x=0, y=0, z=0)に設定

4面体2次要素数： 523963

断層面を表現するための
3角形2次要素数： 19281

x

yz

各ノ ード 上で
x,y,z方向の
変位を評価

θ

σ1

σ1
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左横ずれが最大化されること、(2) サブテーマ 1 の調査（文部科学省研究開発局・国立研

0 m

2.5 m

(a) θ =  0 °

(b) θ = 10 °

(c) θ = 20 °

(d) θ = 30 °

(e) θ =  40 °

(f) θ = 50 °

(g) θ = 60 °

図 12 最大主応力方位θと断層面上すべり分布の関係 

色はネットスリップの大きさを表す（青:０ｍ，赤：2.5ｍ）。 

図 13 既往調査結果と整合的なすべり変位センス（θ= 30°時） 

Θ=30°
横ずれ最大化

地下は横ずれ成分が卓越、
地表付近は縦ずれ成分が卓越

NS

E

W

地下・ 地表と もに
逆断層的

近藤・ 木村 ,
H29年度報告
(上下変位3.1m )

最大主応力方位を N60°W (θ=30°)と 設定するこ と で
断層帯周辺の変位場のセンスは定性的に説明可能

色はネッ ト スリ ッ プ量を表す

2.5m

0 m

矢印はずれの方向を表す 
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究開発法人産業技術総合研究所，2018）で得られた変位センス（逆断層）と整合的である

こと、(3) 神城断層での地表地震断層に対するトレンチ調査結果（勝部・他，2017）から

得られた結果（逆断層）と整合的であること。 

 以上の検討によって、今回設定した断層面モデルについて最大主応力の方位をθ=30°

（N60°W）と設定することで、断層帯周辺でこれまでに得られている調査結果を定性的で

はあるが、ずれ変位センスを説明可能であることが示された。また、断層面⑤と⑥の変位

センスが地下では横ずれ成分が卓越しているものの、地表付近では逆断層成分が卓越する

ことが特徴である。なお、変位レベルについての定量的な比較・検討は、パラメトリック

スタディーから得られた地表変位分布を示した後で述べる（(2)-v)）。 
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iv) 最大主応力方位と地表面における変位分布の関係について 

 図 14 は、最大主応力方位をθ=０°から 60°まで変化させた際の地表面における水平方

向の変位分布をそれぞれ示している。一連の断層帯の断層線は基本的には南北方向である

ため、東西圧縮（θ=０°）に近ければ近いほど地表面変位の東西成分の差異は顕著となる。

当然ながら、断層線東側の上盤側が西へ（青色）、下盤側が東（赤色）へ変位する。θの増

加にともなって、地表面における東西成分のレベルは小さくなっていくことが確認できる。

この結果は図 12 でネットスリップのレベルがθ=60°で小さくなることを反映している。 

 図 15 は、最大主応力方位と地表面変位の上下成分の関係を示したものである。θによら

(a) θ= 0°

(b) θ= 10°

(c) θ= 20°

(d) θ= 30°

-1 m

1 m
(東： +)

(西： -)

(e) θ= 40°

(f) θ= 50°

(g) θ= 60°

図 14 最大主応力方位と地表面変位分布（東西成分）の関係 
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ず神城断層（断層面①～④）の東側に、隆起する領域が生じていることがわかる。この結

果は断層面地下で設定した折れ曲がりに起因するもので、結果として神城断層の地表地震

断層で確認された逆断層の変位センスと断層線東側に存在する山地を表現することに成功

している。以上の結果からも断層面①から④における地下での折れ曲がりの設定は妥当で

あると判断できる。図 12から図 15で示した最大主応力方位と各種変位分布の検討を経て、

今回設定した断層面形状は調査結果から得られている変位センスを定性的ではあるが説明

可能と言える。以下では実際に計測された変位レベルとの比較を通じ、今回の断層面設定

がどの程度信頼できるのかを検討するとともに、より現実の変位レベルに近くなるような

(a) θ= 0°

(b) θ= 10°

(c) θ= 20°

(d) θ= 30°

-0.7 m

1 m
(up： +)

(dow n： -)

(e) θ= 40°

(f) θ= 50°

(g) θ= 60°

図 15 最大主応力方位と地表面変位分布（上下成分）の関係 
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断層面改変を試みた結果について述べる。 

 

v) 既往研究で報告されたすべり変位の計測結果とシミュレーション結果の比較 

 図 16 は、既往研究で報告されたすべり変位計測結果（３地点）と、対応する地点におけ

るシミュレーション結果をそれぞれ示したものである。図 16 中の地点１は、本プロジェク

ト内でサブテーマ１の一環として実施された調査結果（文部科学省研究開発局・国立研究

開発法人産業技術総合研究所，2018）に基づくものであり、神城断層の南に位置する木崎

湖南方地点にて 3.1ｍの上下変位が計測されている（傾斜角を推定してもとめたネットス

リップ量は 6.2-9.1ｍ）。また、地点２での変位量は松本盆地東縁断層北部・島内地点のも

ので左横ずれ 6.2-6.9ｍが計測されている（近藤・他，2006）。地点３の牛伏寺断層・並柳

地点では左横ずれ 6.0-9.0ｍと報告されている（奥村・他，1994）。この３地点以外でも調

査された事例はいくつかがあるが、ここでは最大変位量と考えられるものを対象とした。 

 これらの３地点に対応する位置でのシミュレーション結果（θ=30°のケース）は、図 16

右段に示すとおりである。地点１については、今回の断層面モデルではちょうど神代断層

南端に位置するため変位レベルはほぼゼロであった。地点２に対しては、シミュレーショ

ン結果は、左横ずれ 3.17ｍ、地点３に対しては左横ずれ 3.20ｍという結果になった。現地

調査結果によれば、6.0～9.0ｍ程度となっているため、シミュレーション結果の２～３倍

程度の変位量が計測されていることになる。本シミュレーションでは断層面上の物性を松

田式に基づいて設定しているため、断層セグメントが長大にならない限り算出される変位

量が大きくなることはない。したがって、現地調査から得られる変位レベルにシミュレー

ション結果をより近づけるためには、断層面を長大化する必要がある。断層面の長大化方

法として様々な方法が考えられるが、ここでは図 10 で示した９つの断層面を滑らかに接

合することによって断層面を長大化することを試みる。以下に断層面の長大化方法と長大

化した断層面を用いたシミュレーション結果を示す。 

 

  

今回の断層面モデルでは、 ちょ う ど
断層面端部なので変位はほぼゼロ

左横ずれ 3.17 m

シミ ュ レーショ ン結果(θ=30°)

左横ずれ 3.20 m

１ ． 神城断層・ 木崎湖南方地点
近藤・ 木村， H29年度課題Ａ 報告書， (2018)

上下変位3.1m （ ネッ ト 換算6.2-9.1m ）

２ ． 松本盆地東縁断層北部・ 島内地点
近藤ほか， 地学雑誌， (2006)
左横ずれ6.2-6.9m

３ ． 牛伏寺断層・ 並柳地点
奥村ほか， 地震第２ 輯， (1994)
左横ずれ6.0-9.0m

N

S

W

図 16 既往研究で報告されたすべり変位の計測結果とシミュレーション結果の比較 
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vi) 現地調査結果を説明するための断層面長大化の試み 

 断層面①から⑨を滑らかに接合するには、補間法に関する知見が必要となる。各断層面

を構成する有限要素メッシュはすでに作成しているので、各断層面を構成する点群データ

はすでに把握している。また、各断層面の法線に関する情報もすでに把握している。点群

データに対する補間方法はコンピュータグラフィックスの分野で活発に研究されており、

広く用いられる補間法として Poisson Reconstruction 法（Kazhdan，2006）、Radial Basis 

Function 法（Carr，2001；金井，2004）、Multi-level Partition of Unity 法（Ohtake，

2003）等が挙げられる。ここでは点群の位置データおよびその位置での法線データの両方

を利用する Poisson Reconstruction 法によって滑らかで長大な断層面を作成することと

した。この手法によれば、点群データのみならず面の法線についても滑らかに変化させて

接合することが可能となる。また。同手法は滑らかな度合いを調整するパラメータを有し

ており、このパラメータを変更することで、様々なモデルについて検討することが可能と

なる。 

 図 17 に滑らか度を大・中・小と変化させた場合の一体化・長大化した断層面メッシュを

それぞれ示す。滑らか度が小のケース（図 17 右上）では、既存の断層面形状が明瞭に確認

でき、滑らかな一体化モデルというよりも、断層面間を直線的に一体化した状態となって

いるのが確認できる。一方、滑らか度が大のケース（図 17 左下）では、断層面①から⑨を

最小二乗的に滑らかに連結した結果となっており、オリジナルの点群と比べて一連の断層

面形状が大きく変更されていることがわかる。また、滑らか度が大のケースでは神城断層

図 17 Poisson Reconstruction 法によって作成した滑らか度の異なる長大化モデル 

N

S

E

W ①

②

③

④

⑤

⑥

⑧ ⑦

⑨

どの断層面も下端は地下 15 km

松田式を近似的に満たすよう に物性を調整
し ているため 断層線を長大にする必要がある

点群から 滑ら かな面を作成する Poisson  reconstruction法 (Kazhdan et al ., 2006)
によっ て一体化し た滑ら かな断層面を生成

滑ら か度： 大 滑ら か度： 中

(断層長： 約120km )

滑ら か度： 小

今回は滑ら か度が「 中」 のモデルについて検討
(計算規模は、 一体化前のモデルと 同程度)
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部分の地下の折れ曲がりが消失しており、このモデルを用いた変形解析では神城断層東部

の山地を形成するための隆起がモデル化できないことがわかっている。今回の検討では、

地下の折れ曲がりを有し、一定レベル以上の滑らかさを有している滑らか度中（図 17 右

下）のモデルについて有限要素解析を実施した。なお、一体化した断層面モデル（滑らか

度：中）の地表における断層線の長さは、断層線に沿う距離計測で約 120km（119.3km）で

あった。一体化した断層面上の接線方向剛性については、断層線長を 119.3km とした場合

に対応する接線剛性（1.18×106N/(m m2）、松田式を満たすように算出)を、断層面上に一様

に設定している。 

 図 18 は最大主応力方位θ（定義は図 11 中に記述）を東西方向から５°刻みで時計回り

に回転させた際の一体化した断層面上でのすべり変位分布（色はネットスリップ量を表す）

を示している。図 18 は図 12 に対応しており、大局的な変位分布様式は一体化前の断層面

モデルと大きくは変わらない。θ=30°程度で牛伏寺断層付近で左横ずれが最大化される

ことも図 12 と同様である。ただし、ネットスリップ量が断層面上剛性の低下にともなって

0 m

6.0 m

(a) θ =  0 °

(b) θ = 10 °

(c) θ = 20 °

(d) θ = 30 °

(e) θ =  40 °

(f) θ = 50 °

(g) θ = 60 °

図 18 最大主応力方位θと断層面上すべり分布の関係 

（一体化モデル、断層線長 119.3km） 
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大きくなっていることに留意されたい（レンジが 0.0～6.0ｍ）。 

 図 19 は、一体化した断層面モデルに対してθ=30°とした場合に対するすべり変位分布

図を拡大したもので、図 16 で示した既往の調査結果との変位比較結果も合わせて示して

いる。一体化したモデルによって、地点１では変位レベルがほぼゼロであったものが、上

下変位 1.31ｍとなり、一体化する前の結果よりも改善されていることがわかる。なお、地

点１における変位のセンスは一体化した断層面モデルに対するシミュレーション結果でも

逆断層的であり、一体化前の特徴は失われていない。ただし、変位レベルについては依然

として計測結果よりも小さいため、今後はこの差異を小さくするための検討に着手する。

地点２では横ずれ量 3.2ｍが 4.9ｍとなり、より実測結果に近くなった。同様に地点３にお

いても、一体化前の結果よりもより実測結果に近い横ずれ量となって改善されていること

が確認できる（3,2ｍが 4.4ｍ）。以上のように断層面を一体化してスケーリング則を適用

することで断層面を一体化する前よりも実測値に近い結果を得ることはできたが、計測結

果の変位レベルは実測結果よりも数ｍ程度小さい。今後、より実測結果を模擬するための

方策・工夫が必要となるが、この点については断層面形状の再考、断層面上物性の再考な

どが現時点で挙げられる。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

平成30年度前半では、牛伏寺断層周辺で推定されている断層変位のスリップパーティショ

ニングに焦点を当て、ｙ字型の断層面について784ケースにおよぶパラメトリックスタディー

図 19 既往研究で報告されたすべり変位の計測結果とシミュレーション結果の比較 

（滑らかな一体化断層面モデルに対する結果） 

Θ=30°

NS

E

W

1の対応点

色はネッ ト スリ ッ プ量を表す

m

上下変位 1.31 m    
(ネッ ト 3.12 m )

左横ずれ 4.94 m

左横ずれ 4.35 m

一体化モデルの結果(θ=30°)

2の対応点

3の対応点

(一体化前は左横ずれ 3.17 m )

(一体化前は左横ずれ 3.2 m )

１ ． 神城断層・ 木崎湖南方地点
近藤・ 木村， H29年度課題Ａ 報告書， (2018)

上下変位3.1m （ ネッ ト 換算6.2-9.1m ）

２ ． 松本盆地東縁断層北部・ 島内地点
近藤ほか， 地学雑誌， (2006)
左横ずれ6.2-6.9m

３ ． 牛伏寺断層・ 並柳地点
奥村ほか， 地震第２ 輯， (1994)
左横ずれ6.0-9.0m

N

S

W

矢印はずれの方向を表す 
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を実施した。この結果、最大主応力の作用方向は断層線との交角が60°程度かつ逆断層の傾

斜角が60°程度かつ横ずれ断層の傾斜角が90°程度のとき、スリップパーティショニングが

発生しやすいことがわかたった。さらに最適化解析（ベイズ最適化）により正確な数値を算

出した（断層線との交角56.2°、逆断層の傾斜角54.5°、横ずれ断層の傾斜角86.3°）。断

層変位のスリップパーティショニングに関する数値解析事例はほとんどないため、今回の取

り組みによってスリップパーティショニングが生じやすいと考えられる断層面配置について

の知見が得られた。 

平成30年度の後半では、サブテーマ１およびサブテーマ２で得られた調査結果・解析結果

を統合的に勘案し、糸魚川―静岡構造線断層帯の北部区間・中北部区間に対応する断層面モ

デルを作成した（図10、断層面①から⑨）。作成した断層面モデルについて有限要素解析メ

ッシュを生成し、広域応力場をパラメータとした有限要素解析を実施した。解析の結果、最

大主応力方位をN60°W（北西－南東）と設定することで、既往の調査結果から得られている

変位センスを定性的に説明可能であることがわかった。定量的な比較も併せて実施した結果、

現地調査から得られている変位レベルは、シミュレーション結果の２～３倍程度となってい

た。より現実的な変位分布にするように、断層面①から⑨を滑らかに接合してスケーリング

則を適用することで変位レベルを計測結果に近づける方法を検討した。結果、断層面①から

⑨を個別にモデル化した場合よりも計測結果に近づいた。しかしながら、まだ改良の余地が

あるため、断層面形状および断層面上物性について他サブテーマと連携しながら、より現実

的な断層面モデルを作成することが課題として残っている。平成30年度までの進捗は当初の

計画どおりであり、本年度は糸魚川―静岡構造線断層帯の北部区間・中北部区間の断層面の

モデル化およびそれらの有限要素メッシュ作成を実施した。今後は上記の課題対応に加え、

他サブテーマと連携を取りながら断層面のモデル化を南部に拡大していく。 
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３．４ 動的破壊シミュレーションによる連動性評価 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 動的破壊シミュレーションによる連動性評価 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 主任研究員 加瀬 祐子 

 

(c) 業務の目的 

地震時変位量や断層形状、速度構造等を考慮した動的破壊シミュレーションを実施し、そ

れぞれの活動時の地震後経過時間に応じた震源モデルを推定する。その結果をもとに連動可

能性とその条件を検討する。 
 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 平成 29 年度： 

糸魚川－静岡構造線断層帯で近年生じた地震の震源過程に関する既存資料の収集

整理をおこなった。主に 2014 年長野県北部の地震の震源モデルについての研究をま

とめ、周辺断層との連動性を検討する上で必要な情報を整理した。 

2) 平成 30 年度： 

既存資料および前年度の調査結果を基に、動力学的破壊シミュレーションのための

コード整備をおこなった。 

3) 平成 31 年度： 

既存資料および本課題で得られた成果を反映した動力学的震源モデルを構築し、

動力学的破壊シミュレーションをおこなう。地震時変位量や活動履歴、テクトニック

応力場を考慮してセグメントの応力降下量を変化させ、連動可能性とその条件を検

討する。 

  

(2) 平成 30 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

動的破壊シミュレーションを基に、連動可能性とその条件を議論するためには、断層帯

の置かれた条件を反映した動力学的震源モデルを構築する必要がある。今年度は、各点の

走向、傾斜角が滑らかに変化する断層面上での動力学的破壊過程を差分法で計算するため、

一般座標系を直交座標系に mapping する手法を用いて、シミュレーションに用いるコード

を改良した。また、均質半無限弾性体中にある鉛直横ずれ断層、および、傾斜角 60°の正

断層に、深さに依存する初期応力場が働く場合の破壊過程について、本事業で開発したコ

ードでの計算結果が検証済のコードによる計算結果とよく一致していることを確認した。 
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(b) 業務の成果 

1) 動力学的破壊シミュレーションのためのコードの開発 

３．３ (2) (c) 2) vi)で示されたような各点の走向、傾斜角が滑らかに変化する断層

面上での動力学的破壊過程を差分法で計算するため、一般座標系を直交座標系に mapping

した差分法コードの開発をおこなった。この手法は、２次元問題については井上（1996）、

３次元問題で走向が変化する鉛直断層について Kase and Day（2006）、傾斜角が変化する

断層について Kase（2010）、３次元一般断層について Zhang et al.（2014）が適用してい

る。Zhang et al.（2014）では、速度−応力で定式化しているが、本業務では、変位で定式

化し、Kase and Day（2006）、Kase（2010）と同様に、Ilan and Loewenthal（1976）の自

由表面の定式化を断層面の定式化に応用することで、計算の安定性を向上させている。 

３次元半無限均質弾性体中に断層面があるモデルを考える。自発的な破壊伝播過程を計

算するためには、断層面の境界条件と地表面の自由境界条件を与えて、弾性体の波動方程

式を解くことになる。断層面の境界条件としては、Coulomb の破壊条件とすべり弱化の摩

擦構成則（Ida, 1972; Andrews, 1976）を与える。破壊していない領域では、速度と traction

のすべての成分が、断層面を挟んで連続である。剪断応力が静摩擦応力（静摩擦係数と法

線応力の積）に達したところでは、すべりが始まり、traction のすべての成分と、速度の

法線方向成分が断層面を挟んで連続、かつ、すべりと剪断応力はすべり弱化の摩擦構成則

に従い、動摩擦応力（動摩擦係数と法線応力の積）まで低下する。 

非平面の断層面を扱うため、直交座標系 (𝑥, 𝑦, 𝑧)中に断層面形状に沿った一般座標系

(𝜉, 𝜂, 𝜁)を設定する（図１）。すると、直交座標系(𝑥, 𝑦, 𝑧)は、一般座標系(𝜉, 𝜂, 𝜁)の関数として 

𝑥 = 𝑥(𝜉, 𝜂, 𝜁) 
𝑦 = 𝑦(𝜉, 𝜂, 𝜁) 
𝑧 = 𝑧(𝜉, 𝜂, 𝜁) 

と表現されるので、空間偏微分オペレータは、 

𝜕
𝜕𝑥 = 	

𝜕𝜉
𝜕𝑥

𝜕
𝜕𝜉 +	

𝜕𝜂
𝜕𝑥

𝜕
𝜕𝜂 +	

𝜕𝜁
𝜕𝑥

𝜕
𝜕𝜁 

𝜕
𝜕𝑦 = 	

𝜕𝜉
𝜕𝑦

𝜕
𝜕𝜉 +	

𝜕𝜂
𝜕𝑦

𝜕
𝜕𝜂 +	

𝜕𝜁
𝜕𝑦

𝜕
𝜕𝜁 

𝜕
𝜕𝑧 =	

𝜕𝜉
𝜕𝑧

𝜕
𝜕𝜉 +	

𝜕𝜂
𝜕𝑧

𝜕
𝜕𝜂 +	

𝜕𝜁
𝜕𝑧

𝜕
𝜕𝜁 

と変換される。これらのオペレータを用いて、(𝜉, 𝜂, 𝜁)を直交座標系へ mapping し、波動方

程式や traction を書き下すことによって、直交座標系で解くことができるようになる。 

 

2) 動力学的破壊シミュレーションのためのコードの検証 

コードの検証のため、SCEC/USGS spontaneous rupture code verification project

（Harris et al.，2009，2011，2018）で検証済のコードによる計算結果と比較した。 

初めに、均質半無限弾性体にある鉛直横ずれ断層に、深さに依存する初期応力場がはた

らく場合の破壊過程（図２a；Harris et al.，2009 の TPV8）について、比較をおこなっ

た。比較対象としては、Harris et al.（2009）の検証に参加した Kase and Kuge（2001）

のコードを用いた。本事業のコードでの計算結果（図２b の赤点線）は、比較対象のコー
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ドでの計算結果（図２b の黒線）とよく一致している。 

次に、均質半無限弾性体にある傾斜角 60°の正断層に、深さに依存する初期応力場がは

たらく場合の破壊過程（図３a；Harris et al.，2009 の TPV10）について、比較をおこな

った。比較対象としては、Harris et al.（2009）の検証に参加した Kase（2010）のコー

ドを用いた。本事業のコードでの計算結果（図３b の赤点線）は、比較対象のコードでの

計算結果（図３b の黒線）とよく一致している。 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 座標系の mapping のイメージ図。Zhang et al.（2014）に加筆。 
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図２ (a) 均質半無限弾性体にある鉛直横ずれ断層に、深さに依存する初期応力場が

はたらくモデル（Harris et al.，2009）。(b)破壊時刻（上）と最終すべり量（下）の

比較。黒線は Kase and Kuge（2001）のコードでの計算結果、赤点線は本事業のコード

での計算結果。 
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図３ (a) 均質半無限弾性体にある傾斜角 60°の正断層に、深さに依存する初期応力

場がはたらくモデル（Harris et al.，2009）。(b)破壊時刻（上）と最終すべり量

（下）の比較。黒線は Kase（2010）のコードでの計算結果、赤点線は本事業のコード

での計算結果。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

糸魚川－静岡構造線断層帯北部〜中南部区間を対象としたシミュレーションをおこなうた

め、各断層面の走向と傾斜角を反映できるよう、一般座標系を直交座標系にmappingする手法

を用いて、シミュレーションに用いるコードを改良した。コードの検証として、均質半無限

弾性体にある鉛直横ずれ断層、及び傾斜角60°の正断層に、深さに依存する初期応力場がは

たらく場合の破壊過程について、SCEC/USGS spontaneous rupture code verification proj

ect（Harris et al.，2009，2011，2018）で検証済のコードによる計算結果と比較し、本事

業で開発したコードでの計算結果がよく一致していることを確認した。 

実際に、糸魚川－静岡構造線断層帯北部〜中南部区間を対象としたシミュレーションをお

こなうためには、コードの検証が更に必要である。来年度は、非平面の断層面上での破壊過

程についての検証をおこなった上で、他サブテーマの成果を反映したシミュレーションをお

こない、破壊過程や連動性について考察する。 

 

謝辞：図はGeneric Mapping Tool version 5.4.4（Wessel et al.，2013）で作成しまし

た。 
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３．５ 断層モデル形状の整理・検討 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 断層モデル形状の整理・検討 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

一般財団法人   電力中央研究所 

学校法人     法政大学 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

主任研究員 

主任研究員 

准教授 

研究グループ長 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

近藤 久雄 

木村 治夫 

杉戸 信彦 

今西 和俊 

内出 崇彦 

竿本 英貴 

加瀬 祐子 

 

(c) 業務の目的 

断層モデルを構築するための断層地下形状について、地表から地下深部までの断層傾斜等

を既存の成果と本事業による成果を総合して、整理・検討する。 

 

(2) 平成 30 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

三次元有限要素法による断層変位計算や動的破壊シミュレーションにおける断層モデ

ル構築に資するため、地表から地下深部までの断層形状を設定した。地表から深さ数 km 程

度までは、主に研究項目１による新たな調査成果と既報の活断層分布やトレンチ・ボーリ

ング・反射法地震探査等で推定された断層傾斜、丘陵や平野の大地形と鮮新―更新統以降

の地質分布を拘束条件とした。地下数 km 程度以深については、主に研究項目２により実施

した 2014 年長野県北部の地震と余震分布と地下で折れ曲がる断層形状を設定し、北部区

間の基本モデルとした。その他の区間では、既報の高精度震源カタログや 2017 年 12 月の

長野県中部の地震、2018 年５月の長野県北部の地震及びそれらの余震分布を参考に断層形

状を設定した。 

 

(b) 業務の成果 

1) 断層形状に関する既往成果と本事業における設定方針 

糸魚川―静岡構造線断層帯では、大別して高角モデルと低角モデルの２通りの断層モデ

ル形状が推定されきた（例えば、文部科学省研究開発局・国土地理院・東京大学地震研究

所，2010；地震調査研究推進本部地震調査委員会，2015）。特に、北部区間と中北部区間で

はその差が顕著である。本事業では、北部区間・神城断層の一部を震源としてその後に生

じた 2014 年長野県北部の地震と余震、地表付近の活断層トレースと地質断層である小谷
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―中山断層、上盤側の鮮新―更新統で構成される丘陵地形との位置関係を矛盾なく説明で

きる形状を基本モデルとした。以下では、設定方針の概略を述べる。模式図を図１に示す。 

2014 年地震の余震分布から判断して、地震発生層下端付近から地下約４―５km 程度ま

では東傾斜 60-70°程度と高角である（例えば、Imanishi and Uchide，2017）。この傾斜

をそのまま地表まで延長した場合、神城断層には明らかに連続せず、地質断層の小谷―中

山断層の位置（例えば、加藤・他，1989）にほぼ一致する。よって、地下深部では小谷―

中山断層の断層面がずれ動いて 2014 年地震が生じたと判断できる。一方、地表では既知の

神城断層で地表地震断層が出現したことが明らかであり（例えば、勝部・他，2017）、地下

４―５km 程度から地表の神城断層へ低角度で接続すると判断できる。この場合、地下深部

では中新統と鮮新−更新統を境する小谷―中山断層が再活動しているものの、大峰帯や完

新統等の第四系を切断する断層は神城断層へと連続し、西側の前縁へマイグレーションし

たものと解釈される。北部区間を構成する神城断層、松本盆地東縁断層北部については、

この考えを基本に地表の活断層トレースと小谷―中山断層の位置及び水平距離、小谷―中

山断層の深部延長の傾斜、それらを結んだ位置に折れ曲がりを考慮する断層モデル形状を

設定した。 

中北部区間については、活断層の東側では鮮新―更新統が丘陵を形成しておらず、小谷

―中山断層は丘陵と松本盆地との境界よりもやや西側を延びる（例えば、近藤・他，2006；

原山・他，2010；本事業研究項目１）。断層の東側で丘陵を構成する地層は中新統である。

また、既報の地質図では、活断層としての松本盆地東縁断層南部は、概ね小谷―中山断層

である鮮新―更新統と中新統の境界付近に位置する（図１(A)）。よって、中北部区間につ

いては、地下深部の小谷―中山断層が折れ曲がりや西側へのマイグレーションを生じるこ

となく、そのまま地表付近に露出していると解釈される。そのため、断層の傾斜は、本事

業のトレンチ・ボーリングや反射法地震探査、既報の高精度震源カタログで確認された高

角東傾斜（75-80°）と判断した。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

糸魚川−静岡構造線断層帯北部〜中北部区間を対象として、地表から地下深部までの断層形

状を設定した。地表から深さ数km程度までは、主に研究項目１による新たな調査成果と既報

の活断層分布やトレンチ・ボーリング・反射法地震探査等で推定された断層傾斜、丘陵や平

野の大地形と鮮新―更新統以降の地質分布を拘束条件とした。地下数km程度以深については、

主に研究項目２によって実施した2014年長野県北部の地震と余震分布から地下で折れ曲がる

断層形状を設定し、逆断層区間の基本モデルとした。その他の区間では、活断層と地質断層

との位置関係や丘陵を構成する地質、既報の高精度震源カタログや2017年12月の長野県中部

の地震、2018年５月の長野県北部の地震及びそれらの余震分布を参考に断層形状を設定した。

今後、中南部区間を対象に、同様の手順で断層形状モデルを設定する。 
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図１ (A) 神城断層、小谷―中山断層と周辺の地質分布。シームレス地質図に加筆。

(B)Imanishi and Uchide（2017）による 2014 年長野県北部の地震と余震分布。E 及び F

に赤破線で示した活断層の解釈線を加筆。(C)a-a’測線における地形地質断面と断層面形

状の模式図。上段の地形断面は地理院地図より作成、縦軸を５倍強調。 



 127 

４．全体成果概要  

これまで未解明であった連動型地震の発生確率算出や連動条件の検討を実施し、地震調

査研究推進本部の長期評価における新たな評価手法を提案することを目標として、本年度

は糸魚川−静岡構造線断層帯の中北部区間を主な対象として、以下の調査研究を実施した。 

 １）変位履歴に基づく連動性評価のための地形地質調査では、北部区間・神城断層の２地

点において前年度の補足的な調査実施し、過去７回の変位履歴等を明らかにした。これらを

基に、2014年長野県北部の地震で活動しなかった神城断層では、今後30年以内に６〜17％の

発生確率、地震後経過率は80-140％であると推定した。中北部区間・松本盆地東縁断層南部

において変位履歴調査を実施し、過去の地震時変位量等を明らかにした。また、松本盆地東

縁断層南部及び周辺断層において反射法地震探査を実施し、それぞれ東傾斜75°と西傾斜40

〜45°の断層形状を推定した。以上の成果と既往成果を整理し、地震時変位量と断層長の経

験式から地震イベント毎の活動範囲を推定し、周辺断層と連動したイベントの発生頻度と連

動間隔を推定した。これらを基にポアソン過程に基づく連動確率を試算した。 

２）速度構造不均質を考慮した精密震源決定では、昨年度の検討結果を踏まえた三次元

速度構造モデルを用いて、2018 年 5 月 12 日に長野県北部で発生した地震（Mj5.2）とその

余震に関して震源決定とメカニズム解推定をおこなった。その結果を基に地下深部の断層

形状と周辺の応力場を推定した。また、既存の高精度震源カタログをもとに、中北部区間

の牛伏寺断層周辺の微小地震分布について再検討し、高角な断層形状を推定した。 

３）三次元有限要素法（FEM）による断層モデルの高度化では、有限要素解析によってスリ

ップパーティショニングが発生しやすい条件を仔細に検討し、発生条件として断層形状と最

大主応力の方位を定量的に探索した。また、昨年度に構築したスケーリング則を考慮した有

限要素解析手法を北部区間と中北部区間に適用し、研究項目１及び２の新知見を反映して応

力方位に関するパラメトリックスタディーを実施した。その結果、調査観測結果と整合する

最大主応力方位がＮ60°Ｗとなることを示した。さらに、変位量の調査結果と変位シミュレ

ーション結果を比較検討し、区間毎の断層面をなめらかに接続する断層モデルへ改良をおこ

なった。 

 ４）動的破壊シミュレーションによる連動性評価では、サブテーマ３による断層モデル

を考慮し、シミュレーション用コードの改良をおこなった。コードの改良は、走向、傾斜

角がなめらかに変化する断層面上での動力学的破壊過程を差分法で計算するため、一般座

標系を直交座標系にマッピングする手法を用いた。また、均質半無限弾性体にある鉛直横

ずれ断層および傾斜角 60°の正断層を想定して深さ依存の初期応力場を設定し、本事業で

開発したコードによる計算結果が既報の検証済みコードによる計算結果とよく一致するこ

とを確認した。 

 ５）全ての研究項目に関連し共通する断層モデル構築に資するため、地表から地下深部

までの統合的な断層モデル形状を設定した。地表から深さ数ｋｍ程度までは、主に研究項

目１による新たな成果や既報の活断層分布、丘陵や平野の大地形と鮮新―更新統以降の地

質分布を拘束条件とした。地下数ｋｍ程度以深については、主に研究項目２により実施し

た 2014 年長野県北部の地震と余震分布をもとに地下で折れ曲がる断層形状を設定し、北部

区間の基本モデルとした。その他の区間では、既報の高精度震源カタログや 2017 年 12 月

の長野県中部の地震、2018 年５月の長野県北部の地震及びそれらの余震分布を参考に断層
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形状を設定した。 

 以上のように、平成 30 年度は、１）北部区間の神城断層及び松本盆地東縁断層北部にお

ける変位履歴に基づく連動確率の試算、中北部区間の松本盆地東縁断層南部と牛伏寺断層

との連動履歴の推定、２）速度不均質を考慮した高精度震源位置決定手法による 2018 年 5

月の地震（Ｍｊ5.2）および牛伏寺断層周辺への適用、その結果に基づく断層形状と応力場

の推定、３）H29 年度に開発した有限要素法に基づく断層変位評価手法の北部区間・中北

部区間への適用、サブテーマ１及び２の知見を反映した、なめらかな断層面形状を考慮し

た断層モデルの改良、４）サブテーマ３のなめらかな断層モデルを考慮した動的震源モデ

ルの構築へ向けたシミュレーションコード改良と検証、５）全ての研究項目に関連する断

層モデル形状の設定手順と整理などの新たな知見が得られた。 
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５．成果の論文発表・口頭発表等 

（１）変位履歴に基づく連動性評価のための地形地質調査 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等  

著者 題名 発表先 発表年月日 

近藤久雄 活断層による連動型地震の発生

確率の試算−糸魚川-静岡構造線

断層帯・北部区間の事例− 

日本地震学会 2018 年度秋

季大会（福島県郡山市） 

平成 30年 10

月 10 日 

木村治夫・

近藤久雄・

小鹿浩太・

川崎悠介・

平倉瑶子・

黒澤英樹 

糸魚川-静岡構造線断層帯松本

盆地東縁断層の北部におけるＳ

波浅層反射法地震探査 

日本地震学会 2018 年度秋

季大会（福島県郡山市） 

平成 30年 10

月 10 日 

 

(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

  なし 

2) ソフトウエア開発 

  なし 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

（２）速度構造不均質を考慮した精密震源決定 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

  なし 

(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

  なし 

2) ソフトウエア開発 

  なし 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

（３）三次元有限要素法（FEM）による断層モデルの高度化 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

著者 題名 発表先 発表年月日 

竿本英貴 松田式を考慮した FEM による断

層変位評価とその上町断層系へ

の適用 

土木学会論文集 A1（構造・

地震工学）, Vol. 74, No. 4, 

I_59-I_71 

平成 30 年９

月 
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竿本英貴 FEM による断層変位のスリップ

パーティショニング発生条件の

探索 －逆断層と横ずれ断層の

組み合わせ例－ 

土木学会論文集 A1(構造・

地震工学) 

印刷中 

(平成 31 年

２月 17 日受

理) 

竿本英貴 有限要素法を用いた断層変位評

価 －断層形状と圧縮軸方位に

関するパラメトリックスタティ

ー 

日本地球惑星科学連合 2018

年連合大会（千葉県千葉市） 

平成 30 年５

月 22 日 

竿本英貴 FEM による断層変位のスリップ

パーティショニング発生条件の

探索 －逆断層と横ずれ断層の

組み合わせ例－ 

第 38 回地震工学研究発表

会（東京都目黒区） 

平成 30年 10

月４日 

竿本英貴・

近藤久雄 

FEM によるスリップパーティシ

ョニング発生条件の探索 

日本活断層学会 2018 年度

秋季大会（鳥取県鳥取市） 

平成 30年 11

月 23 日 

 

(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

  なし 

2) ソフトウエア開発 

  なし 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

（４）動的破壊シミュレーションによる連動性評価 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

  なし 

(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

  なし 

2) ソフトウエア開発 

  なし 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 
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６．むすび 

 本研究課題では、我が国の主要活断層帯で最も地震発生可能性が高い断層帯の１つである

糸魚川−静岡構造線断層帯の北部〜中南部区間を対象として、これまで未解明であった連動型

地震の発生確率の算出や連動条件の検討を目的とした調査研究を３カ年の計画で実施してい

る。最終的な成果は、地震調査研究推進本部の長期評価における新たな評価手法を提案する

ことを目標とし、「活断層の長期評価手法（暫定版）」に反映されることを目指す。 

 糸魚川−静岡構造線断層帯は、我が国で最も地震発生可能性が高い主要活断層帯の１つであ

り、これまでにも各機関で活断層調査や重点的な調査観測が実施されてきた。これらの既往

調査研究成果に加え、本研究課題では下記の４つの各研究項目間で成果の共有や連携を図り

つつ、新たな観点から調査研究を実施した。 

 １）変位履歴に基づく連動性評価のための地形地質調査では、北部区間・神城断層の２地

点において前年度の補足的な地形地質調査を実施し、過去の地震時変位量等を明らかにした。

また、中北部区間・松本盆地東縁断層南部の２地点において調査を実施し、過去の地震時変

位量等を明らかにした。地震時変位量と断層長の経験式から地震イベント毎の活動範囲を推

定した。これらの成果と既存の結果を整理し、過去に周辺断層と連動したイベントの発生頻

度を推定し、変位履歴に基づく連動確率の試算をおこなった。 

２）速度構造不均質を考慮した精密震源決定では、昨年度の検討結果を踏まえた三次元

速度構造モデルを用いて、2018 年５月 12 日に長野県北部で発生した地震（Mj5.2）とその

余震に関して震源決定とメカニズム解推定をおこなった。その結果を基に地下深部の断層

形状と周辺の応力場を推定した。また、既存の高精度震源カタログをもとに、中北部区間

の牛伏寺断層周辺の断層形状について検討し、高角な断層形状を推定した。 

３）三次元FEMによる断層モデルの高度化では、有限要素解析によってスリップパーティシ

ョニングが発生しやすい条件を仔細に検討し、発生条件として断層形状と最大主応力の方位

を明らかにした。また、昨年度に構築したスケーリング則を考慮した有限要素解析手法を断

層帯の北部区間と中北部区間に適用し、研究項目１及び２の新知見を反映して応力方位に関

するパラメトリックスタディーを実施した。その結果、調査観測結果と整合する最大主応力

方位がN60°Wとなることを示した。さらに、地震時変位量の調査結果と変位シミュレーショ

ン結果を比較検討し、区間毎の断層面をなめらかに接続する断層モデルへ改良をおこなった。 

 ４）動的破壊シミュレーションによる連動性評価では、研究項目３による断層モデルを

考慮し、シミュレーション用コードの改良をおこなった。コードの改良は、走向、傾斜角

がなめらかに変化する断層面上での動力学的破壊過程を差分法で計算するため、一般座標

系を直交座標系に変換する手法を用いた。また、均質半無限弾性体にある鉛直横ずれ断層

および傾斜角 60°の正断層について深さ依存の初期応力場を設定し、本事業で開発したコ

ードと既報の検証済みコードによる計算結果がそれぞれ良く一致することを確認した。 

 ５）地表から地下深部までの統合的な断層モデル形状を北部区間及び中北部区間を対象

に設定した。地表から深さ数 km 程度までは、新たな成果や既報の活断層分布、丘陵や平野

の大地形と鮮新―更新統以降の地質分布を拘束条件とした。地下数 km 程度以深は、2014

年長野県北部の地震と余震分布から地下で折れ曲がる断層形状を設定し、逆断層区間の基

本モデルとした。その他の区間では、既報の高精度震源カタログや余震分布を参考に断層

形状を設定した。 
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 以上のように、今年度は各研究項目の調査研究成果が進捗するだけでなく、各項目の新知

見を反映した断層モデル形状の推定やモデル構築と改良など、相補的に連携した成果も挙げ

ることができた。 
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７．外部評価委員会 

  

７．１ 活動報告 

 
「活断層帯から生じる連動型地震の発生予測に向けた活断層調査研究」外部評価委員会（第

２回）  
 
日時  平成 31 年３月７日（水） 10 時 00 分〜12 時 00 分 

場所  国立研究開発法人産業技術総合研究所 つくば中央第七事業所 第３会議室  
議事  １．事業全体の概要と計画  
    ２．研究項目毎の計画と今年度の進捗状況 
    ３．その他  
 
７．２ 外部評価委員会 

 

○委員  
１．有識者  
  国土交通省国土地理院地理地殻活動研究センター   宇根 寛（委員長）  
  気象庁気象研究所地震津波研究部     橋本徹夫 

  国立大学法人東京大学大学院情報学環・学際情報学府  三宅弘恵 

 
２．受託機関の研究者  
  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 近藤久雄（研究代表者） 
  一般財団法人電力中央研究所地球工学研究所地圏科学領域  木村治夫  
  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 今西和俊 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 内出崇彦  
  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 竿本英貴 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 加瀬祐子 

 
○オブザーバー 

１．委託元 

  文部科学省研究開発局地震・防災研究課   佐藤雄大 

  文部科学省研究開発局地震・防災研究課   谷川晃一朗 

２．受託機関 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 桑原保人 

 


	30-0_1表紙_最終.pdf
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